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林政の方向と施策の概要
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和歌山県
rｭ

,.,! 



" ¥ 

~ 

a、、.

\ヘ

.; 

-事

• 

』
af

h.,, -v
r
I
E
R
ー
も
t
h
p
t



､ 、
可一存

甲

ク

〈 は じ め に ＞

最近のわが国経済は、公共事業の大幅な拡大を柱と
した総合的な景気浮揚対策の進展により、次第に景気

が回復しつつありますが、対外的には一昨年来、急激

な円高傾向が続き、農林業等の凶内産業に与える影響

が懸念されています。

こうしたなかで、戦後の造林による幼・若令林の比こうしたなかで、戦後の造林による幼・若令林の比重が高く、大部分が育林

過程にある森林の実態や木材需要の伸び悩み、林業労働力の減少等、林業をと

りまく情勢は、極めて厳しいものがあります。一方森林のもつ公益的機能は、貴

重な社会資本として県民の期待はますます高まってきています。
このような厳しい情勢や高まる要請に対応するには、林道など生産基盤の早

期整備と経営の近代化によって積極的な保育や間伐を促進し、資源内容の充実

や生産性の高い林業経営を確立して林業生産の増進を図り、これらの生産振興

を通じて、中核となる担い手や後継者を育成確保すると共に林業従事者の就労

機会の増大と労働条件や環境の整備をすすめ、その定着を図ろことが肝要と考

えています。

このため、本年度当初予算において、従来からの林業振興諸施策の拡充強化

を図ろと共に森林総合盤術事業をはじめ新林業構造改善事業の実験事業、地域
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林業振興緊急特別対策事業、木材需要開発促進事業及び集落保全総合治山事業〆、繕諭施に蕊施…と‘こしてい"、
このたび、昭和５４年度の林業及び山村振興施策の概要と基本的な統計資料

をとりまとめ「林政の方向と施簸の概要」を編集しました。この小冊子が林務
行政の円滑な推進のため、広く関係者の方々 に利用して いただければ幸いと存

じます。

|昭和５４年４月

仮 谷 士心 良伽敗山県知掘
二口■一口『１１１１１１１１１
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Ｉ昭和５４年度林務関係重点施策

森林・林業をとりまく諸情勢は、減速経済への移行や国際収支の大幅な黒

字を背景とした円高基調等を反映して、木材需要の伸び悩み、木材価格の低

迷、木材関連産業の長期に及ぶ不振等に加え、林業繰営の面においても幼、

若令林が大半を占め、大部分が育林の過程にある森林の実態や林業労働力の

減少等により、林業生産活動が停滞した動きをみせている等まことに厳しい

ものがある。
一方、木材等の林産物を安定的に供給する森林の経済的機能と自然環境保

全の意識の高まりとともに県土の保全、水資源のかん養等森林のもつ公益

的機能、さらには山村地域住民の就業の場の提供等森林・林業が国民経済
の発展及び県民生活の向上並びに地域の振興に果すべき役割に対する要請は、

今後ますます高まるものと考えられる。
このような情勢に適切に対処し、森林のもつ公益的機能への要請に積極的

に応えつつ、林業生産の増進及び紀州木の国の名にふさわしい本県林業の安

定的発展を図り、林業従事者の経済的地位の向上に資するため、昭和５４年

度においては次に掲げる施策を重点として積極的な推進を図る。
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1．林業生産基盤等の整備

健全な活力ある森林を維持造成し、木材の安定的な供給を確保するため造

林、林道等の林業生産基盤の整備を計画的かつ強力に推進するとともに、植栽

から保育まで一貫した造林事業を組織的に推進する森林総合整備事業を新た

に実施する。

また、地域振興の中核となる優良林業地の育成を図るため、中核林業振興

地域育成特別対策事業を実施する。

へ､亜／

2．林業構造の改善

林業樹造を改善し、林業生産所得の向上に資するため第２次林業櫛造改善
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１

事業を拡充実施するほか、新たに、５５年度発足を目途とした新林業綱造改

善事業への円滑な移行を図るため、事業内容、規模等を充実強化した実験事

業及び間伐等林業生産活動の促進と就労機会の増進に重点を置いた地域林

業振興緊急特別対策事業を実施する。

3．林業の担い手対策の強化

林業従事者の就労条件を改善し、その安定的確保を図ろため、５３年度か

ら着手した林業労働者の実態に合った退職金共済制度への適用の促進対策事

業をはじめ、林業労務の改善促進、林業労働者退職金促進事業等を引き続き

実施するとともに、林業労働安全衛生の確保を図ろため、安全点検パトロー
ル及びチエンソー作業従事者に対する安全衛生特別教育を実施するほか、本

年度から、いわゆる一人親方等に対する特殊健康診断を促進するための、林

業振動障害対策促進事業を新たに実施する。

次代を担う林業後縦者を育成確保するため、林業研究グループの育成強化

につとめると共に推進会議及び指導林家の設置、林業教室及び地域グループ

活動の強化、中学生に対する林業副読本の配布等林業後継者育成事業の充実

を図る。また、林業従事者及び後継者の定着・育成を図ろため、林業集落の

環境条件を総合的に轆備する林業災落避盤総合整備事業を拡充実施する。
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4．木材需給の安定と特用林産の振興

木材需給の安定に資するため、木材需給、価格動向等の情報の把握に努め

るとともに新たに間伐材等を含む木材稲要の拡大を促進するため木材需要開

発促進蛎業及び隈内潅木材チップの取引改善事業を実施する。

また、しいたけ等特用林産物の振興を図るため協議会を設置して、特用林

産振興基本計画を策定する。
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5．森林のもつ公益的機能の充実と松くい虫防除の強化

山地災害の防止、水源かん養機能の充実、生活斑境の向上を図ろため、第
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５次治山事業５ケ年計画の第３年度として、治山覗業を積極的に推進すると

ともに保全対象の集中した集落の災害を未然に防止するための集落保全総合

治山事業を新たに実施する。

般近における松くい虫被害の激害化、広域化に対処するため、県土の保全・

地域住民の生活に密肴した重饗な松林を重点として、効果的な薬剤防除及び

被害立木駆除の数賦を拡大するとともに、自主防除の促進について啓発連動

を展開し、喋民の理解と協力のもと、防除対策の職種的な推進を図る。
剣

一ＦＦ-Ｐグ

6．森林組合の育成邑鋒
- 〆

森林組合の機能の充実と組織の強化を図るため、森林組合の検査、合併の

推進、振興資金の貸付及び森林組合による受託経営の促進等を行うほか、新

たに森林組合等の自立体制を確立するための森林組合新生発展特別対策事業

を実施する。
Ｇ

-９

7．間伐の促進

計画的な間伐を促進するため、間伐林道の拡充、森林組合に対する間伐事

業資金や林業改善資金（林業生産高度化資金）を増枠するとともに新たに間

伐等林業生産活動の促進及び林業従事者の就労機会の増進に重点をおいた地

域林業振興緊急特別対策事業を実施するほか、間伐材の利用開発促進のため

常設の製品展示コーナーの設固など総合的な間伐促進対策を推進する。

ユ

忠
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8．林業金融制度の抜本的な拡充

本年度から林業生産活動の活発化及び国産材の供給力の向上等を図ろため、

農林漁業金融公庫の造林資金・林道資金について値還期限の延長等、融資条

件が改善されることになったので、これら資金の横極的な活用を図るととも

に、国産材の生産及び流通加工の円滑化を図るために創設される国産材産業

振興資金制度の活用を検討する。

- ３ -
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9．緑化の推進

全国植樹祭を契機として盛り上った緑化思想を更に高め、定着させるため

みどりのパス教室の開催、グリーンスクール・グリーンコーナーの開設及び

みどりの少年団の育成等の緑化事業を引き続き実施するとともに昨年から着

手している「昭和の森」の整備のほか、生活環境保全と保健休養のための保

全林整備事業を１ケ所新たに実施する。

また、５０年度から岩出町に建設していた植物公園緑花センターが完成し

本年５月、開園する。
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10．山村の振興

明るく住みよい山村づくりを推進するため、農林漁業特別対策事業、山村

振興特別対策事業をはじめ山村振興関連事業を拡充するとともに、本年度か
『 , 〆

ら新しい発想で山村第３期対策に着手する。また、山村地域の若者定住のた
めの環境整備モデル事業、集落環境緊急対策事業、担い手育成事業及び定住

’ 《■一
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促進対策事業等を新たに実施する。
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Ⅱ昭和５４年度林務関係予算の概要

最近の経済情勢は公共投資の大幅拡充、施行促進の効果が浸透し、民間経

済についても漸く堅調化の兆しがみられ、全体として内需を中心に景気の回

復傾向が続いているが雇用面では依然として改善が遅れている。このような

悩勢に鑑み、｜旧和５４年度の国の予算は、物価の励向に留意しつつ、景気の
回復を一層確実なものにすることにより、国民生活の安定を図るとともに、

財政の健全化を推進することを基本として編成され、林野庁関係予算（一般

会部は公共事業費2,915億円（対前年比122.9％)、非公共事業費566億円（同比
114.7%)で、公共事業費は前年度同様、大きい伸びを示している。

県においても､歳入の渉占める地方交付税の伸びが大幅に低下する反面
歳出面では扶助費、公債費等の義務的経費が増大するため、極めて厳しい財

政事情下にあるが、国の施策に呼応して県民生活の基盤となる社会資本の整

備に努めるため、県債の活用等によって公共事業をはじめとする投資的経費

の増額を図ろとともに県長期総合福祉柵想に基づく県政の基本方針に沿って

農林漁業対策をはじめ福祉対策、同和対策等の重要施策を充実して、県民生

活の安定と県勢の発展を図ることとし、一般会計２,３７０億７,６００万円

（対前年比１１２．７％）、特別会計５０９億７，９００万円（同比１１１．１％）

の当初予算が編成された。

評ｅ年度林務関係予算は､一般会計''億3,‘｡，万円(対煎年比』｣6β
％）、特別会計８，７００万円（同比１０６．２％）で、治山、林道、造林等の

公共事業を推進するとともに福ﾈll:樅想の基本的方向に即し、林業経営の近代
化、間伐の促進、林業従事者の柵祉の向上、森林のもつ公益的機能の充実、
緑化の推進及び山村対策の強化等林業及び山村振興施策の一層の充実を図る
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ことにしている℃

なお、最近の林業をとりまく厳しい悩勢のもと、従来にも増して予算の効
"

率的な執行と事業の円滑な推進が強く望まれる。

抑ｅ年度林鍵及び山村振興施鱸別の予算の職要は次のとおりである。
Ｆ- - Ｄ - -
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第１・林業及び山村振興諸施策の体系と予算
’

計 画 的 に 林 業 生 産 を 推 些
進する
林業の構造を改善する些一
入 会 林 野 の 利 用 を 推 進 坐
する
森 林 組 合 を 強 化 育 成 す 聖
る
木材の需給動向を把握聖一
する
木 材 流 通 の 近 代 化 を 推 竺
進する
林 材 業 団 体 の 活 動 を 強 竺
化する
特 用 林 産 物 の 生 産 を 促 竺
進する
造 林 補 助 を 拡 充 強 化 す 坐
る
公 社 造 林 を 推 進 す る 些
県 有 林 の 適 正 な 管 理 経 些
営をすすめる
優 良 種 苗 を 確 保 す る 聖

⑬間伐を推進する
林 道 網 の 整 備 を 促 進 す 聖
る
優 良 林 業 地 づ く り を す 些
すめる
試験研究並びに技術開些．
発を促進する
普及指導活動を充実す堅一
ろ
制 度 資 金 の 活 用 を 図 る 坐
林 業 改 善 資 金 を 充 実 す 坐
る

Ｉ

Ｉ

１

林業経営の近代化
をすすめる
（８７０，９４９）

１林業生産を
増進する
（4,239,864）

る
（８８，４８７）
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- ７ -

一
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’

林業従事者の就労林業労働者の通年就労堅一

壬…の安定を図る
（ ２ ４ " 6 8 3 ） 社 会 保 障 の 適 用 を 促 進 筆

する
林 業 労 働 環 境 を 整 - E ; 環 境 の 整 備 を 促 進 二一E‘傭する
（ 1 6 4 , 9 1 0 ） 林 業 集 落 の 基 盤 整 備 を 聖
林 業 後 継 者 を 育 成 す すめ る
す る （ 6 . 7 0 3 ） - 林 業 後 継 者 を 育 て る 聖
森林機能を整備す-森林機能の整備をすす堅一
る め る"秬
水 資 源 の か ん 蓋 機 図 る
能 を 強 化 す る - 水 源 林 の 造 成 を 推 進 す 弩
（ １ ０ ０ 〕 る
保健休養機能を強一生活環境保全林を整備里
化 す る す る嘩

策を強化するw 溌皇

２ 林 業 従 事
の福祉の向
に努め、後
者を育成す
（１９６，２９６

山

４
Ｌ Ｐ

げ

睦､-夢，

’
’ 吉

-

３ 森林のもつ
公益的機能を
充実する
（3,569,251）

～
ｄ七

Ｉ

、電画ノ

４山村の振興を図る
（７３４，２６８〕 (注）予算額はいずれも職員費を除いた額である。

- ８ -

、
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n:=FI」

口１壬
一

Ｉ

盛少､…ノ

-１７３．６６７

６

８

９

ｔ

６

２

８５
００

-２．９６
■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■

一砲口

- １ ０ ０

-５３，１６５

』． -３，３８３

｜

も
-７，０３７

望グ
ー

-２３３，４９０

-８９，９６５

- ４ , ７ ８ １

-７２７，３９８

- ９ -

一 ～ 、

、

林 政 課 林 業 課 山村対策謀 林業センター
材木育種場等

- ２ , ０ ０ ０

-２２，６８３

-１８，２５４

-１４６，６５６

-６，７０３
-２，８６０

-３１，３１８

計 8，７３９，６７９ 2，７９７，３９０ ４，３６０，１５１ 1，５４２，４１２ ３９，７２６
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第２、科目別予算内訳
Ｉ

1 ． - 般 会 計
Ｉ

(単位：千円）
’
’

〆

）
Ｌ

一ゞ』

盲

■■

ザ 当

【-

一 戸

、琴/

-１０-

目 本年度予算 前 年 度 予 算 前 年 比

１ 林 業 総 務 劉 1，３１８，９６５ 1，２７２，３９２ １０３．７

２ 林 業 振 興 指 導 費 ２２，２１５ １４，６５３ １５１．６

３林業構造改善対策費 ８１５，０１４ ６５６，４７７ １２４.１

４ 山 村 振 興 対 策 費 ７２７，３９８ ７９３，７９０ ９１．６

５ 森 林 病 害 虫 防 除 費 ２３３，４９０ １６７，２８７ １３９．６

６ 造 林 費 ７１５，１０４ ６６４，１４６ １０７．７

７ 林 道 費 ２，４６８，９６７ 1，９５６，２５５ １２６．２

８ 治 山 費 ３,１８３,６８５ ２，５７０，７２９ １２３．８

９ 県 有 林 灘

１ ０ 県 営 林 道 管 理 費

１ １ 林 業 セ ン タ ー 慨

２１１，０７５

5,６００

１２３，３５８

１９８，３５２

5，４３０

１１３,９８５

１０６．４

１０３．１

１０８．２

1 ２ 林 木 育 種 場 費 ６１，５４７ ７２，６１６ ８４．８

１３山村産業試験場費 6，８７０ 9，６７０ ７１.０

計 9，８９３，２８８ 8，４９５，７８２ １１６．４

林道災害復１日事業 ４０,３１８ ２５，５４１ １５７．９

計谷
口 9，９３３，６０６ 8，５２１，３２３ １１６．６



2 ． 特 別 会 計
(単位：千円）

第３・林務関係各課予算の概要

◎ 林 政 課
ア-般会計当初予算目別財源一覧表

ヘ
己

(単位：千円）鐘少電､一

８

一早争

-人

坐

篭一/夢

イ特別会計当初予算目別財源一覧表

(単位：千円）

- 1 1 -

／
ノ

目 予 算 額

｜

’ 財 源 内 訳

国庫支出金 繰 入 金 繰 越 金 諸 収 入

林業改善資金助成金 ８７，４５７ 2８，５８４ 1４，９０７ １ ４３，９６５

目 予算額

財 源 内 訳

国 庫

支 出 金

負担金
及 び
分担金

財 産

収 入
諸収入 県 債 一般財源

林業総務費 ９９７，０８１ １４５,８１８ 5２，２８０ ７９８，９８３

林 業 振 興
指 導 費 ２２，２１５ 1０，５８３ 1１，６３２

林 道 饗 2，４６８，９６７ 1，６４８，９７５ ９８，０７８ 3５８０００ ３６３，９１４

県 営 林 道
管 理 費 5，６００ 5，６００

林 業
センター費 １２３，３５８ 3．３２５ 1８７ 1，６００ 1１８，２４６

林 道
災害復旧費 4０，３１８ 3９，４３８ ’ 8８０

計 3，６５７，５３９ 1，８４８，１３９ １８７ 1５１，９５８ 3５８，０００ 1,299,255

目 予算額
財 源 内 訳

国庫支出金 繰 入 金 繰 越 金 諸 収 入

林業改善資金助成費 ８７，４５７ ２８,５８4l １４,９０７ １ ４３，９６５



Ｉ

予 算 概 要ウ の
｜

( 一 般 会 計 ）

(単位：千円）

(注）備考柵の番号は、林業施策の体系の番号を表わす。

ノ 〆
Ｋ，

瞳 ' ､ごハ

《

■

画

了

グ ー = ・ 津

、-ﾉ

- 1 2 -

目 お よ び
事 業 名

本年度
予算額

前年度
予算額 説 明 備

考

(目）
林業総務費
職 員 費
森 林
審 議 会

森林計画
樹立事業

森林機能
調査事業
機 能 別
モデル林
施業調査

中核林業
振興地域
育成事業

９９７，０８１

８０９，３４１

２１２

2７０２２

2，０４０

８２０

３．０２０

９４９，３６８

７５５，０１３

２１２

３５，４６４

1，５５３

1，７１８

3，６０２

林務関係職員費
森林審謹会開他経費、審議会委員１５人

保全部会（７人）
日置川森林計画区計画樹立(５４,０７５h"

森林計画編成５，７０１
森林計画実行３，６６５
森林施業計画推進3,739｛
(施業団地共同化事業）９，８６１

新18000ha
再２３,４４７ha

新規14,000ha再認4,972ha
森林計画委託４ ,０５６

(電算解析委託）
日高川森林計画区に於ける機能調査

自然的、社会的条件要請等調査(73,474hj
磯能別モデル林施業計画に伴う森林施業の経済
性、地況、林況調査並びに施業指導

(日置川町、川添４４ha)
地域林業の発展の中核となる優良な林業地域育成

５１年指定継続（竜神、美山)１１５
５２年指定継続（中辺路、大塔)２７０
５３年指定継続（本宮、熊野川）２７０
５４年指定予定（１地域）
都道府県中核林業振興地域整備促進１β２０
市 町 村 〃 ４ ８ 0
市 町 村 事 業 推 進 協 議 会 ６ ５

①

①

⑤

⑳

⑮
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目 お よ び
事 業 名

本年度
予算額

前年度
予算額 説 明 備

考

林業金融
対策事業

林業後継
者の山造
成事業

森林組合
拡充強化
事業

森林組合
受託経営
促進事業

森林組合
新生発展
特別対策
事業

森林組合
振興資金
貸付事業

間伐促進
対策事業

間伐材安
定流通パ
イロット

１,０３０

２，４３１

3．０２８

３００

2，３１４

１０，０００

４０．０００

3．８５５

1，０３０

2，５９１

2，６７６

９６５

０

２０,０００

２５，０００

２８,１３５

農林漁業金融公庫、林業信用基金、普及指導、

山村林業後継者育成、グループ、結婚記念の山づ
くり、林地取得制度、融資利子補給

(５４年新規枠設定３０,０００)(fW)
森林組合の険査、役職員の研修、森林組合育成指
導、合併指導

合併欠損金利子補給１／３２４４
県 森 連 ｅ 補 助 １ ， ５ ０ ０

森林組合の受託施業の集団的計画的実施の組合体
制の整備

受託経営促進対策補助２組合１／２３００

森林組合系統の新生発展計画樹立及び実行経費に
ついて補助

２ ５ 組 合 国 １ ／ ２ 県 １ ／ ２

広域合併森林組合（南紀森林組合）振興資金
組合事業資金需要額２0000
預託額２０，０００×1/2=１００００
貸付金利年4 . 5％

間伐施業資金に対する金融措置
預託４０ ,０００
融資枠８０,０００
貸付金利年 4 . 5 ％

間伐の計画的施業を推進、間伐材需要の安定確保
間伐材安定流通円滑化協議会補助６４０

(国 1 /２県１ / 2 )
間伐推進指導補助
4,020×（国２／１＋県１／4）

３．０１５

⑱

⑳

④

④

④

④

⑬

⑬
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目 お よ び
事 業 名

本年度
予算額

前年度
予算額 説 明 備

考

林 業
労 働 力
対策事業

林業労働
者退職金
促進事業

林業従事
者中小企
業退職金
共済制度
適用促進

林業労働
安全衛生
対策事業

林業振動
障害対策
促進事業

リモコン
チエンソー
導入事業

入会林野
等高度利
用促進事
業

5．６８０

2，０００

１７００３

１４，４５２

２．９２７

８７５

２，５０６

5，６８０

2,０００

6．５５６

１７．２４２

０

７００

2．４８３

林業労働者の通年就労、社会保障制度の適用
林業労働者共済＠４０×２３０日×４００人

森林施業受託利子補給
3，６８０

枠５００００×0.08×1/２２,０００
林業労働者の中小企業退職金共済法制度加入促進
社会保障制度の適用、通年就労、雇用の安定を図
る。

掛金補助＠４００×４００人×1.2月
林業退職金共済組合設立準備のため、県単位の共
済制度創設、組合設立後移行のための事業

指 導 費 ５ ０ ０
加入奨励費15,728
共済手帳作成補助４７５
運営事務補助３００

労働安全衛生推進、及び林業労働災害防止事業
林業労務改善促進（7.195）
林業機械整備巡回指導（1,366）
安全点倹パトロール（９７５）
技能診断評価（1,000）
チエンソー作業従事者特別教育促進（2,796）
安全推進事業（720）
林災協和歌山支部補助(４００)e
林業労働者の振動障害予防対策
振動障害対策推進実態調査啓もう普及費（1,337）
１人親方等特殊健康診断促進事業（1,590）
チエンソー、リモコン装置導入促進補助

1台７０冊×２５台×１/２(補助率）

入会林野等椛利関係の近代化、高度利用

麓:鱸査測:(3劉｡"ﾝ‘"“１／２７２４

⑳

⑳

⑳

⑳

、

、

⑳

③
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目 お よ び
班 業 名

本年度
予算額

前年度
予算額 説 明 備

考

(目）

植 樹 祭
会場跡地
整備事業

林業公社
事業融資
利子補給

林業改善
資金特別
会計繰出

林 業 振 興
指 導 費
林業普及
指導事業

林業後継
者育成指
導事業

山村地域
高 令 者
対策事業

木材需給
対策事業
木材振興
対策事業
木材ﾁｯﾌ取
引改善事業
木材需要開
発促進事業

１９，９５０

1１．３６８

1４，９０７

２２，２１５

５，９５８

４●2７２

1，３３２

８０９

1,2１６

５３０

４，３９８

２，９５０

1２．９８４

１９,９９９

１４，６５３

５，２３８

２,６２０

１，２９(）

８０９

１,５１６

全圃植樹祭会場跡“傭{搬潔]洲・

林業公社、植樹祭関連林道改修資金借入利子補給⑮
借入総額２４０，０００冊
年利8.5～8.8％×７７５％（補給率）

林 業 改 善 資 金 特 別 会 計 へ の 資 金 繰 出 ⑲
重貸付金（85,000冊-43.964冊）×1／３ 複＝１３．６７９

事務費2,455冊×１／２＝１，２２８

林業普及指導、林業の組織化、行政の円滑情報⑰
の収集等

林業専門技術員
林業改良指導員活動指導

林業後継者の養成確保地域定蕃化、資質の向上⑳
推進会議、林業教室、学習活動、指導林家設固

山村地域に於いて働く意欲と能力のある高令者の⑰
林産物生産活動に共同従事する施設整備に対する
補助
事業（建物、機械器具等）

（国1/２＄県1/４補助）
木材の景気動向、諸情報把握分析のための協議会⑤
活動
木材JAS規格制度の推進、木材業者等の登録更⑥
新
県内産木材チップ生産の計画化を図り、チップ取⑥
引の安定化を推進する。
木材需要を拡大するための木材利用製品の展示事⑥
業に対する補助、事業費の６()％（国５０県1０)



Ｉ

．
、
ざ

》
〆
か

（壁

一Ａ

’
一■

｡

ー

ｌ-

戸 ● ′・k i " /

-１６-
Ｉ

目 お よ び
躯 業 名

本年度
予算額

前年度
予算額 説 明 備

考

備 長 炭
生産流通
改善事業

技術開発
推進協議会

(目）

林材振興
対策事業
特用林産
振興対策

林 道 費
林 道 償
還 事 業

県営林道

補助林道

2,100

1００

5００

1000

2,468967
3,568

1２１８０００

1,100,743

2,080

1００

４００

ー

1.9561255

6.382

998000

８９８，２７９

備長炭生産促進、生産安定対策補助
年生産２００,０００箱×１００円×１/10=2,000
備長炭保存会ｅ補助１００

林業生産の現場要請に対応した林業技術の開発改
善、協議会開他
林材振興協議会（会長仮谷志良）活動経費補助
ｅ
特用林産振興基本計画の樹立

過去において森林組合等施行主体で林道開設した
当時農林漁業金融公庫等からの融資の肩替り償還

事業名 区 分 砺業費 予算額
財 噸

国 匝 特 収 一 般

県営新設 過疎代行 3５００００ 350POO 20250０ 147500

山振代行 280β0０ 280pOO 182P０O 98000

県営新股 355POO 355000 2""5０ 9807９ 471171

県営改築 代行改築 210J0０ 210POO 1調愚0０ 73β0０

県営改良 3β0０ 3POO 1500 1５００

躯粟名 区 分 躯業費 予算額
財 醗

国 即 持 収 - - 股

補 助 開設奨励 1284000 920514 673950 2465図

林道改良 7３０００ 41408 30500 10s0８

農免舗装 2１８３００ 138,121 ９６４００ 41,721

特別改良 2３３３ ７００ ７００

⑧

⑯

⑦

⑦

⑭

⑭

⑭
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目 お よ び
事 業 名

本年度
予算額

前年度-f算額 【悦 明 備
考

(目）

集落基盤
整備事業

県 営 林 道
管 理 費

(目）

県営林道
管理事業

林 道 災 害
復 旧 事 業

(目）
林 業
センター費
職 員 費

総 務
運営事業
林業試験
研究事業

１４６.６５６

５．６００

5，６００

４０，３１８

１２３,３５８

１０５,８２８

4β５２

8,０１９

５３．５９４

５，４３０

5，４３０

２５．５４１

１１３,９８５

９７，１９４

４,５１３

６，３５７

林業生産基盤の整備、林業集落の環境基盤整備

(刑

区 分 噸 業 費 予 算 額
財 瞭

個 眼 一 般

盤備耶粟 １８３，３７７ １３７．５３３ １００，８５７ ３６，６７６

蛎 務 費 9，１２３ ９，１２３ ５．０１７ ４,１０６

計 １９２,５００ １４６．６５６ １０５．８７４ ４０，７８２

県営管理林道の維持管理、伊都内子谷線ほか

過年発生林道災害復旧

4線

５２災９５８．…･…・進渉度１００％
５３災３９，３６０……･･ ･〃８０％

(林業センター）

職員給与費

林業センター運営経費

林業生産性向上に関する研究2,200
育苗用土の適正化に関する研究６５０
林業省力施業に関する研究８００
森林病虫獣害の防除に関する研究２,３００
試 験 林 管 理 事 業 ４ ６ ９
林 地 除 草 剤 施 用 試 験 ６ ０ ０
新薬剤による松くい虫防除試験１，０００

⑳

⑭

⑭

⑯

⑯
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１

ｋ

目 お よ び
事 業 名

本年度
予算額

前年度
予算額 説 明 備

考

林業経営
調 査
研究事業

林 業
研 修 館
運営事業
林業技術
研修事業

林 業
センター
整備事業

1，２００

９３９

2，４２０

３()０

1．２００

９４５

2．４０７

４８０

林業の合理的経営に資するための事業
流域別林業動向、開発方向に関する調査
経営条件別生産目標と技術体系化に関する調
査等

研修館運営経費

林業従事者及びその後継者、その他林業関係者を
対象として近代的､林業経営に必要な技術の研
修、講習を実施
林業センター施設整備

⑯

⑯

⑯

⑯

目 お よ び
事 業 名

本年度
予算額

前年度
予算額 説 明 備

考

(目）
林 業 改 善
資金助成賛

8７．４５７ ８２，３１２

林業経営の改善、林業労働に係る労働災害の防止
等に必要な資金の造成及び貸付
５４年度資金枠

85,000｛ 林業生産高度化資金無為一
安全衛生施設資金25,000

予算額
財 源

国 師 一 般 償還金 利子くりこし金

岱付金 ８５β００ ２７３５７ １３β７９ 4３９６４

躯務簡 ２．４５５ 1２２７ 1２２８ ２

Ｄ十１
審。回 8７，４５５ ２８，５８４ 1４９０９ 4３９６４ ２

燕年度予算

’林粟生産高肛化贋金

安全衛生施批資金’

５１ ５２ ５３

⑲



◎ 林 業 課

ア一般会計当初予算目別財源一覧表
(単位：千円）

一 呉

､､弓〆ﾉ鍜

●

３

-４

ｈ

イ 予 算 の 概 要罫
＝

(注）備考欄の番号は、林業施策の体系の番号を表わす。
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》／々〃ダク
ヱ

ク

目 別 予算額
財 源 内 訳

国庫支出金 負担金 財産収人 諸収入 県 債 一般財源

林業総務費 １８７，３６５ ２４．０５７ １０(） 1６３,２０８

森林病害虫
防 除 費

２３３，４９０ １７６,８６４ ５６，６２６

造 林 費 ７１５,１０４ ３８３，４４４ 6．２１６ ３２５．４４４

治 山 費 3,１８３,６８５ 1,９８０,０１０ 3，６８９ 4，１０２ １,１１７,００0 ７８，８８４

県有林費 ２１１１)７５ 1２７，０７５ ８４，０００

林 木
育種場費

６１．５４７ 8，９２６ ５２，６２１

計 4，５９２，２６６ 2．５６４，３７５ 3，６８９ １４２,２１７ 4●２０２ １,２０1J)００ ６７６，７８３

事 業 名
予算額 { 柵 ）

５４当初 ５３当初 事 業 内 容 備
考

(目)林業総務費
職 員 設 霞

保 安 林
整 術 管 理

1８７，３６５

１６４.２１３

3．７３２

１９５．００１‘，罵慨鴬::鯛:$震．
’の設繍等の管理並びに知事揃限の指定解

⑳
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事 業 名
予 算 額 （ 冊 ）

５４当初 ５３当初 事 業 内 容 備
考

保 安 林
整 備 委 託

海岸保安林
整 備
森林開発公団
事 務 委 託

森 林 保 険

森林保全管理

林 地 開 発 許
可 制 度 実 施

(目 )森林病害
虫 防 除 費

森 林 病 害 虫
防 除

５,７００

４００

１００

3，３８３

7，０３７

2.8()０

２３３，４９０

２３３，４９０

５，４３５

４００

1００

3，３８３

7，０３７

3．２００

1６７１２８７

１６７●2８７

除等を行う。
･国の委託を受けて農林水産大臣梅限

の保安林の指定、解除、調査事務並
びに指定施業要件変更調査及び保
安林損失補償等を行う。

･海岸保安林への不法侵入等を防止

するための境界杭の設置を行う。
･森林開発公団の委託を受け、公団

の行う分収造林の斡旋、指導等を

行う。
･森林国営保険事務の一部を国の委

託を受けて取扱う事務を行う。

･最近森林地域へのレジャー人口流

入増加に伴う森林火災予防対策の
一環として特に火災発生の危険性

の高い地域を対象に、消防器具等
の整備を行うとともに航空機利用
による山火事予防啓蒙宣伝及び森
林保全巡視等を行う。

･保安林以外の民有林の開発許可申

謂に対する審査事務に必要な指導、
現地調査等の事務を行う。

･松くい虫の被害は県下全域に拡が

り昭和５２年度を始期とする松

⑳

⑳

⑳

⑳

⑫

⑳

⑬
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蛎 業 名
予 算 額 （ 冊 ）
５４当初1両雪而 蛎 業 内 容 備

考

( 目 ) 造 林 費
造 林 事 業

林木品種改良

県営種子採取

７１５，１０４

４８３，７０１

6,５９１

10,９６１

くい虫特別措置法の第３年目と
して今後、保安林、自然環境保全

，上重要な地区、経済林、名所旧跡
等県民の社会資本として重要な松
林を重点地区とし、防除並びに立
木駆除を国営、県営事業の大巾な
拡大等により積極的に松くい虫防

除に取りくむ。
国営事業８０，３４６冊
県営事業１５３，１４４冊

６６４．１４６1･森林資源の造成と山村の振興を図
４４２，４６９ り、また同和対策事業の一環とし

て同和対策造林事業を実施すると
ともに最近の造林の停滞の傾向に

対処するため一定地域の森林を対
象に植栽から保育にいたる一貫し
た造林事業を市町村の指導のもと
に集団的、計画的、組織的に実施

する森林総合整備蛎業を新しく実
施し、国土保全と健全な森林造成
等に補助を行う。

1１,１４８．次代検定林の生長状況調査及び採
種園から計画的に種子を生産する
ため年次計画に基づき１０年以上
の採穂園について樹形を整える整

枝せん定を実施し、また松のザイ
セン虫に対する抵抗性品種研究等

を行う。
】”271．系統と素質の優れた造林用の優良

Ｉ

⑨

⑫

⑫
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事 業 名 予 算 額 （ 冊 ）
５４当初 ５３当初 事 業 内 容 備

考

優 良 種 苗
生 産 対 策

林 業 公 社

緑 化 対 策

植 物 公 園
緑花センター

２，８１２

１１６.２９３

4，７８１

１９．９６５

2，７２７

９９β０７

4，５９１

1９．８７７

種子を確保するため、林業種苗法
で県の指定した母樹林から１，４００
"(すぎ２００A９，ひのき１,２００k9)

の種子の採取を行う。
・母樹林の整備を行うとともに造林

用並びに緑化苗木の安定した確保
を図ろため需要調整並びに県山林
種苗生産組合連合会への補助等を
′ 一 Ｐ

ｲ丁フ｡

･林業公社が行う２０７haの植栽並び

に2,213haの保育事業の実施に必

要な県の貸付金
・みどり豊かな郷土づくりを進める

ための一環として、みどりのバス

教室の開催、みどりの知識、技術
の講習及び質問に応じるグリーン
スクール、グリーンコーナの開設

及びみどりの少年団育成指導等を
〃 一 Ｐ

打つ。

･県民の緑と花に対する認識を深め

リクレーション活動を通じて「み
どりの郷土づくり」「花一ぱい迎
勤」推進の基地として、又県民一
般の栽培技術指導、各種団体、造
I刺業者の専門的な研修、花き花木、
緑化木の生産流通を推進するため
植物公園緑花センターの効果ある
運営を行う。

⑫

⑩

⑯

⑭
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綱 業 名 予 算 額 （ 冊 ）
５ j l 当初 ５３当初

細 業 内 容 備
考

昭和の森設慨

( 目 ) 治 山 蟹
保 安 林 改 良

復 旧 治 山

予 防 治 山

緊 急 治 山

地すべり防止

防 災 林 造 成

７０，００(）

3，１８３，６８５

１１３．９２５

2，３６６１３８５

３９０６００

４８β２５

６３，７８０

３６，８９０

７０．０()０

2，５７０，７２９

８３．５４５

1,９５９,５１０

３０９，２２５

４８，６４６

４４．６４６

３０，１６３

・天皇御在位５０年を記念して、 天'。
皇陛下、皇后陛下御ゆかりのお手
まき繭による天慰の森、皇后の森
を中心に県民が自然に親しめる、
みどり豊かな野外リクリエーショ
ン施設の整備をはかるため５３年

度より３ケ年計画で国の補助事業
を導入し整備を中心として行う。

、保安林の内災害、病害虫等により⑳

被害をうけたものを対象に改植、

補植等を実施する。３７箇所
・治山覗業５ケ年計画に基づき既存⑳

の林地の崩壊地及び荒廃渓流等の

復旧を実施する。１５１箇所
･林地の崩壊又は荒廃等の危険のあ⑳

る箇所に対する予防工事を実施す
る。３６箇所

、当年発生の林地の崩壊地の内特に⑰

緊急施行の必要な箇所の復旧を実

施する。
･東牟典郡那智勝浦町那智山で本年＠

度より実施する。
･御坊市名田海岸における防潮保安⑳

林防潮堤の造成並びに東牟婁郡古
座川町中崎地内及び打田町中畑地

内の防火林の造成をそれぞれ継続
事業として実施する。
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事 業 名
予 算 額 （ 側

５４当初 ５３当初 事 業 内 容 備
考

保 安 林 保 育

生 活 環 境
保 全 林 整 備

集落保全総合
治 山

重要水源山地
整 備 治 山

(予防治山）

小 規 模 治 山

治 山 対 策
治山事業調査委託

{ 目 ) 県 有 林 費
職 員 設 置

経 営 管 理

１３．０２０

５３，１６５

３２，５５０

1６１２７５

４７，０００

７10

５６０

２１1j)７５

6○３５５

２０４．７２０

９．７６５

４３．４()０

-

-

４１．０００

６５０

５６０

1９８，３５２

6５０６

1９１,８４６

･保安林内の治山事業施工跡地を対

象に下刈り、施肥等の保育を実施
する。２２箇所

･都市周辺における生活環境の保全

と保健休養に資するための自然林
造成、改良事業を実施する。
岩 出 町 白 浜 町

･保全対象の集中する都市集落に対

して、未然に災害を防止するため
治山施設及び防災上有効な林帯等
を総合的に整備する。
田辺市

･水源地帯に種々の治山工法を駆使

し、集中的に投入することにより
県土保全と併せて水源かん養機能
の維持向上をはかる。

・国庫補助対象外の小規模な崩壊地

を県単独事業として復１日するため
の市町村への補助を行う。

･社団法人日本治山治水協会の負担金
･国の委託事業として昨年度に引き

続き山腹崩壊危険地区、崩壊土砂
流出危険地区、地すべり発生危険
地区の調査を行う。

・県有林管理のための現業員３名分

の人件費
･県有林の新植３６haと既造林地

1.190haの下刈り、除伐等保育を
行う ０

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑳

⑪
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蛎 業 名
予 算 額

５ l 当MT５ ３当初
邪 業 内 容 伽

考

(目)林木育穐場費
職 員 設 霞
経 営 管 理

庁 舎 整 備

６１，５４７

４６．２２１

１５，３２６

７２．６１６

４２．５８２

１４.H６３

１５,１７１

｜
’
’

・林木育種場職員１０名分の人件費
・スギ、ヒノキの素質のすぐれた優

良品梛の創出と増殖を推進するた
めの採種園の造成、管理並びに育

種苗木の養成等を行う。

⑫

目 予 算 額
財 源 内 訳

国 庫
支 出 金 負担金 財 産

収 入 諸収入 県債 一 般

林 業 総 務 賛 1３４,５１９ 1３４．５１９

林業栂造改善対策饗

山村振興対策役

山村産業試験場費

計

８１５．０１４

７２７．３９８

６．８７０

1,６８３,８０１

５９４，６１０

２９４，０９４

８８８，７０４

3０５

3０５

１５(）

1００

２５０

2２０．４０４

4３３,１５４

６，４６５

７９４，５４２



イ 予 算 の 概 要

(注）備考欄の番号は林業施策の体系の番号を表わす。（単位：千円）
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目及び事業名

Ｉ林業櫛造改善
対 策 費

1 第 ２ 次
林業樹造改善
対 策 事 業

２地域林業振興
緊急特別対策
事業

３新林業構造改

善促進対策実
験事業

別 年 度
予 算 額

８１５,０１４

７０４,１０３

2６．０１１

８４．９００

53年度当
初予算額

６５６，４７７

６３０，４６６

一

一

説 明

昭和５０年度指定３箇町村、昭和
５１年度指定３箇町村、昭和５２年
度指定５箇町村、昭和５３年度５箇
市町村で第２次林業構造改善対策事

業を実施するとともに昭和５４年度

指定予定町村の計画樹立に要する経費
事 業 費 補 助 金 6 6 9 , 9 9 9
市町村事務費補助金2 , 9 6 4
市町村計画樹立費補助金６００
地方林業団体協議会補助金９００
指 導 事 務 費 ２ ９ , ６ ４ ０

林業生産の停滞を打開するため、林
業者の就労機会の増進に重点をおい
た特別対策事業の実施に要する経費

事業費補助金２４，７９０

市町村事務費補助金１１１
事 務 費 １ , １ １ ０

新林業構造改善促進対策への円滑な
移行を図ることを目的に事業種目、
事業規模等を拡充強化した実験事業
を地域の類型区分に基づいて実施す
ろものである。

事 業 費 補 助 金 ８ ０ , ４ ０ ０

市町村事務費補助金３６０

備

考

一

②

②

②
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目及び事業名 ５４年度
予 算 額

53年度当
初予算額 説 明 術

考

Ⅱ山村振興対策費
l 山 村 地 域
農 林 漁 業
特別対策事業

２ 山 村 振 興

特別対策事業

３特定農山村振
興特別対策事業

４山村地域集落

環境整備等緊
急 対 策 事 業

５山村第三期対
策調査事業

６山村地域担手
育成事業

７２７，３９８

２０３，６４２

３１０，７００

３９９３３

７３，３６８

3，６２２

1，９８５

７９３，７９(）

３３５，４８４

３００．７００

２７，１８９

８９．９６０

ー

市町村計画樹立費補助金‘‘｡’

噛 鯏
度選定３箇町村、昭和５３年度選定
３箇市町村で山村地域農林漁業特別
対策事業を実施するに要する経費

事業費補助金１９４，６８５
市町村蛎務蟹補助金８１４
指 導 事 務 費 ８ ， １ ４ ３

山村地域における各種公共事業、そ
の他諸制度の採択基準に該当しない

小規模な基盤整備、産業振興、生活
環境整備等の諸事業に対する助成金
昭和５１年度選定１箇町村、昭和
５２年度選定１箇町村で環境整備
の諸事業を実施する経費

事 業 費 補 助 金 3 8 , 4 0
指 導 事 務 費 １ ， ５ ３

山村地域農林漁業特別対策事業の
了地で地域振興センター及び高令
生がいセンターを建設するために
する経蟹

事業費補助金６９，７６８

1:事 務 費 、 ３ ， ６ ０ ０
第三期山村振興計画の策定及び審査
に要する経費

山村振興の担い手を育成するに要す
る経費 ’
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目及び事業名 ５４年度
予 算 額

53年度当
初予算額 説 明 備

考

７山村地域若者
定住環境整備
モデル事業

８農村地域定住
促進対策事業

９山村過疎地域

推進事業

１０山村過疎地域

農林漁業経営
改善資金対策
事業

Ⅲ山村産業試験

場費
山村産業試験
場管理運営事

業

５６，４８０

3５．８６２

1６５６

1５０

６．８７０

６．８７(）

ー

1，６３７

5０

9．６７０

9６７０

山村地域における若者定住を図るた
め、地域内に総合スポーツセンター

等の余暇活動施設の設置並びに地場
産業の開発研究等の施設整備等に要

する経費
事業費補助金５６，１６０
事 務 費 ３ ２ 0

農村地域住民の生活環境施設の整備、
兼業農家の就労状態の改善、地場産
業の基盤整備及び新規工業導入促進
のための関連施設等の整備に要する
経費

事業費補助金３４，５１２
事 務 費 1 , 3 5 0

山村地域及び過疎地域振興推進のた
めの諸調査、関係団体との協議会の
開催及び負担金に要する経費

団 体 負 担 金 及 補 助 金 ７ ０ ５
指 導 事 務 費 ９ ５ １

山村過疎地域における農林漁業振興
経営改善資金の円滑な運営を図るた
めの経費

指 導 事 務 費 １ ５ ０

山村のもつ資源利用の開発と特産物
の生産体系の確立を図るための諸事
業及び試験場管理等に要する経費

⑳

⑳

⑳

⑰

⑰



第４、新規事業と主要事業の概要

1 ． 新 規 事 業

(1)森林総合整備事業

① 趣 旨

造林事業をめぐる諸条件の悪化により、民有林における人工造林面積

は、近年著しく減少するとともに、戦後の拡大造林の推進によって累増

した若齢人工林に対する下刈、除・間伐等の保育が十分行われておらず

森林資源を維持造成する上で憂慮される状況にある。
このため、相当規模の森林集団を単位として、植栽から保育にいたる

一貫した造林事業を市町村の指導のもとに集団的、計画的、組織的に実

施する「森林総合整備事業」を新たに実施し、森林資源の充実、山村地域
における雇用の場の確保等を図ろとともに、山村地域の振興に資する。

ぐ

毒
一 ﾉ ー
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② 事 業 の 内 容
ア事業の仕組

都道府県知事が指定する森林面積概ね1,000ha以上の「森林総合整

備地域」を対象として市町村長が「森林総合整備計画」を作成する。

また、事業は森林総合整備計画に従い、市町村、森林組合、林業公

社等の公的組織体が実施する。

イ 助 成

再造林、拡大造林、天然林改良、保育（下刈、雪起し、除・間伐）
のすべてを補助対象とするとともに、新たな査定係数を適用すること

により、助成内容の充実を図る。

坪

Ｌ

ぎ
-
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(2 )集落保全総合治山躯業

① 趣 旨

近年の激甚な災害は、集落の周辺山地に発生し、人命、財産等に甚大

な被害が生ずる傾向にある。

このような新たな災害の態様に対処し、直接被害のおそれが大きい集

落周辺の山地及び渓流について、山地災害を未然に防止するための治山

施設を総合的かつ緊急に面的な広がりをもって整備する。

’

’

一一』〉
旗

② 事 業 の 内 容

谷止工、土留工、水路工、暗渠工及び緑化工等の総合的な施設を連続

して整備するものとする。

一

③事業の対象地区

人家がおおむね５０戸以上の集落に近接して山地の荒廃地、荒廃移行

地、せき悪林地及び無立木地等があって、激甚な山地災害の恐れがある．

ため、総合的な治山施設の整備を行う必要のある一定地区とし、一地区

の整備に要する費用が５,０００万円以上のものを対象とする。

｜
Ｉ

▲

号、

(3)新林業構造改善促進対策実験事業

① 趣 旨

林業構造改善事業については、昭和５３．５４年度の２カ年にわたり、

５５年度以降における新たな林業柵造改善促進対策の調査研究を行って

いるところであるが、この調査研究と併行しつつ最近における森林・林

業をめぐる諸情勢と多角化した地域林業の諸要請にこたえ、かつ、山村
・農山村地域の人々に希望と生き甲斐を持たせ、地域林業の活発化を期

しうるような新林業樹造改善促進対策への円滑な移行を図ることを目的

に、事業種目、事業規模等を拡充強化した実験事業を実施する。

一 ﾛ
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② 事 業 の 内 容

ア 経 営 基 盤 の 充 実 事 業 - - ～

高度集約団地協業経営の育成のため、路網整備、林業用機械施設、

集約育林等を導入するモデル団地の設置

イ協業の促進事業

協業の促進のため、協業計画の樹立、林道・作業道の開設、作業道

整備用機械施設の設置

ウ林業活動高度化施設整備事業

広域的、一体的な林業活動の促進を図るため、国産材の生産、流通、加工

に至る諸施設の整備並びに林業総合センター、情報処理施設等の設置

エ間伐促進事業

４

錘》

間伐技術の高度化、定着化のための路網整備、間伐等を導入する間

伐施業指標団地の設睡
オ林業者定住化促進事業

山村地域等における林業者の定住化のため、いこいの場としての森

林総合利用促進、生産・生活環境等の林業環境整備、就労機会の増大

等を図ろ森林利用高度化促進等のための施設の設置

●

壷

空

③１地域平均事業費 ６億円
̅

理
-

(4)地域林業振興緊急特別対策事業

① 趣 旨

林業をめぐる厳しい環境条件の中にあって、要間伐林分が累積するな

ど伐採、造林等の林業生産活動の停滞は、林業者の就業の場の減退、山

村地域社会の衰退等をもたらすとともに、ひいては国土の荒廃をも招き

かねない情勢となっている。

このため、５４年度における特別措置として、間伐等林業生産活動の

促進とともに林業者の就労機会の増進に亜点をおいた事業を実施しよう

-３１-

〆



とするものである。

② 事 業 の 内 容
ア地域林業活動高度化促進対策

林道、作業道等の開設、改良、舗装を行う生産基盤整備及び伐採、

造林、保育等の望ましい森林施業の指標となる団地の設定

イ間伐促進対策

間伐施業の指標となる団地の設定、間伐材生産のための機械施設及

び小径木処理等間伐材利用促進のための施設設置

ウ林業者就労安定促進対策

木工品等の加工、販売施設等地域林業者の就労の場を創設するため

の就労施設整備及び地域林業活動の円滑な推進を図ろための林業者の

集会施設等の拠点施設の整備
エ そ の 他

第２次林業樹造改善事業に準ずる素材生産施設等機械施設の設置及

び風致施業、林間キャンプ場、林間歩道等の設腫等

’
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マ③一地域事業蟹 ３７百万円

デ ー 』
『

、=』’(5)森林組合新生発展特別対策事業

① 趣 旨

最近における森林・林業をめぐる厳しい情勢下において、森林組合は

地域林業の中核的担い手として重要かつ広範な役割を果たすことが期待

されている。

このため、森林組合法の制定を契機として、森林組合が地域林業の中

核的担い手として自立するための体制を確立し、事業活動を活発化する

ため、長期的視点に立った活動計画を樹立し、その計画の確実な達成を

目途とした森林組合新生発展特別対策事業を行う。

-３２-



② 覗 業 の 内 容

ア全森連は、全国的な視点に立った、森林組合迎営の長期的基本方針

及び組織・経営体制、事業活動等の具体的方針を策定する。

イ県森連は、(1)の方針に基づき作成される森林組合の新生発展計画の

樹立について指導を行うとともに、自らも当該新生発展計画と整合性

を保ちつつ、事業を活発化するための新生発展計画を樹立する。

ウ森林組合は、県森連の指導の下に地域の実態に即した新生発展計画

を樹立し、その達成を図るための調査実習、作業班強化等の事業を行
、

二

夢・一職》
ア

フ。

(6)林業振動障害対策促進事業

① 趣 旨

近年の林業における振動障害問題の緊急性にかんがみ、都道府県の特

殊健康診断治療実施体制を整備するとともに、振動障害対策に必要な資

料の収集及び普及を図りつつ、併せて一人親方等の特殊健康診断を促進

することによって振動障害の予防に資する。

●

-

② 事 業 の 内 容

ア特殊健診治療実施体制整備

林業における振動障害に係る特殊健康診断・治療実施体制の整備を

図ろため都道府県において、林業振動障害健診治療推進会議を開催す

る。

イ振動障害対策推進実態調査啓もう普及

振動障害対策を推進するため必要な実態調査を実施するとともに、

振動障害予防についての啓もう普及を強化する。

ウー人親方等特殊健康診断促進

いわゆる一人親方、家族従事者、自営業主に対する振動障害に係る

特殊他康診断を促進するため、これらの者を対象とした巡回随康診断

一Ｖ
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を行う。

(7)木材霜要開発促進事業（間伐材利用製品展示事業）

① 趣 旨

木材需要は、住宅建設の伸び悩みと用材供給の大半を占める外材輸入
により厳しい状況下にある。特に戦後積極的に造成した造林地の間伐期

を迎えるに至り、今後間伐材の需要拡大を積極的に進めていくことが緊

急の課題となっている。

このような情勢にかんがみ間伐材等の高度加工により建築用材及び家

具木工用材としての利用を促進するとともに間伐材を利用した製品の展示

事業を行ない木材の有効利用が促進されるよう、その普及啓もうを図ろ。

ﾄ

Ｉ

’

～
八一
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② 事 業 内 容

間伐材等の需要拡大を図ろため、これらを利用した製材・集成材・家

具・木工・インテリア等の製品を木材市場、公共施設、デパート等に展

示し、その普及啓もうを行なう。

’ ｡

ももタ

▼(8)木材チップ取引改善対策事業

① 趣 旨

我が国の木材チップエ業は、国民経済の発展に伴う紙・パルプ需要の

著しい増大に支えられ、その原料供給部門として発展を遂げてきたが、

最近における輸入チップの増大により、国内の木材チップ生産は停滞的
に推移しており、木材チップエ場の経営は不安定となっている。

このような状況にかんがみ、国内産木材チップの供給の計画化及び安

定化を推進し、木材チップエ場の経営の安定に資するため、需給動向等

を的確には握し取引の安定化を促進するための組織化推進協織会の開催、

木材チップ業界の組織化による取引の改善を図るための現地指導等を行

一 一 〆Q.l."/
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② 事 業 内 容

ア組織化推進協議会の開催

国内チップ業界の組織化を図ろとともに、需要の動向、取引の実態

等の的確な把握及び分析を行い、木材チップ取引の改善の方針につい

て協議、検討を行うため、組織化推進協議会を開催する。

イ現地指導等

木材チップ取引の改善を図ろため、業界の組織化により計画的かつ

安定的な共同取引を推進することとし、現地指導を行う。
ヨ

、

､-ﾉ雪
(9)第３期山村振興対策

① 趣 旨

昭和４０年に山村振興法が制定されて以来、第一期及び第二期の山村

振興対策が実施されてきた。その結果、産業基盤と生活環境の整備等の

面でそれなりの成果があったものと考えられるが、人口の減少は若年層

を中心に依然として続いており、所得及び生活環境整備の水準における

他の地域との格差は、いまだ解消されていない等山村には今なお多くの

問題がある。

山村は、農林産物の供給、国土の保全、水源のかん養、自然環境の保

全等の面で重要な役割を担っており、国土の均衡ある発展を図り、潤い

の回復と安全を確保する上でかけがえのない地域として、国民共通の大

切な資産となっている。かかる山村の役割は、そこにおける健全な産業

活動と安定した住民生活を通じてはじめて果しうるものであることを認

識する必要があり、こうしたことから、山村の当面する諸問題に適切に

対処しつつ、山村の役割を十分に果たすため、第２期対策に引き続き、

昭和５４年度から新たな観点にたって山村振興対策が講ぜられることに

なり、本年度その基本方針の策定するとともに地域振興計画を樹立する。

なお、農林漁業関係の第３期対策として次の事業が構想されている。

●

一幸
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② 事 業 の 内 容

ア対象市町村数山村振興法に基づく振興山村のうち、農林漁業の

振興等を図ることが適当と認められる市町村おお

むね１，１００

イ事業規模Ⅱ地域当たり平均350百万円(補助率会）
ウ事業実施率４カ年（おおむね２：３：３：２）
エ 事 業 種 目 （ メ ニ ュ ー 方 式 ）

（ｱ）農林漁業振興事業（ほ場整備、農道、農林漁業経営近代化施設、

廃棄物処理施設等）

（ｲ）域内就業推進事業（遊歩道、観光農園、民宿関連施設、共同作

業施設等）

（ｳ）定住環境整備事業（山村振興センター、連絡道、運動広場、移

動販売車、資料館等）

（ｴ）高齢者活動推進事業（高齢者生きがいセンター、生きがい農園等）

（ｵ）山村振興推進事業（後継者の技術研修、先進地調査、行事への

参加の推進等）

Ｉ

’

｜

｝〃
４ ｊテ ー ”

い、電鰐ノ

’ 《。

Ｉ
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ざダザ

Ｖ⑩山村地域担い手育成事業

山村第３期対策の一環として、山村地域にあってその振興の核となり指

導的役割を果す人づくりのため、指導者研修事業及び研修教材､啓もう資

料とするための優良事例調査事業を実施する。

＝ へ

蝿(醤鐘ノ

0D山村地域若者定住環境整備モデル事業

① 趣 旨

山村における若者定住を図ろため、若者センター、総合スポーツセン

ターなどの余暇活動施設、新しい地場産業の創出のための開発・研究試

作施設などの生産施設及び集落生活環境改善施設等の総合的な整備を行
■ロ

フ ｡
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② 事 業 の 内 容

ア 事 業 主 体 振 興 山 村 を 有 す る 市 町 村

イ 事 業 費 ２ ． ４ 億 円

ウ 事 業 実 施 期 間 ３ ケ 年

エ事業の実施地域

施設の設侭場所は、原則として振興山村の区域内とする。
オ事業種目及び主な助成対象施設

（ｱ）余暇活動施設
山村若者センター、総合スポーツセンター

（ｲ）生産活動施設

山村生産公園、生産公園には地場産業開発研究．試作施設、野外

生産試作圃、遊歩道等公園施設を配置

（ｳ）集落生活環境改善施設

集落内道路、飲用水供給施設、し尿及び生活廃棄物等の処理．再

利用施設等

ヨ

ノ ＝ 、

“
､ゴー

Ｉ

七

『》

⑫山村地域集落環境整備等緊急対策事業
一 〆

① 趣 旨

山村地域においては、山村地域農林漁業特別対策事業（以下「特対事

業」という。）を実施し、農林漁業の振興等にそれなりの効果をあげて

きたものの、特に山村住民の生活及び農林業生産の拠点である集落環境

の整備に立遅れがみられ、また、産業基盤の整備も十分とはいい難い状

況にある。

このため、特対事業完了地域において集落環境の整備等を重点とする

本事業を実施し、もって山村地域の一層の振興に貸そうとする。

一Ｖ
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② 事 業 の 内 容

ア 実 施 期 間 １ ケ 年

イ事業規模】地区当り平均60百万円(補助率÷）
ウ 事 業 極 目 次 の 事 業 を 重 点 的 に 行 う ほ か 、 従 来 の 特 対 事 業

の事業種目も実施する（メニュー方式）

（ｱ）山村集落環境整備事業
・居住環境整備事業（集会施設、連絡道、生活安全保謹施設

等）
・生産環境整備事業（地力維持増進施設、研修施設、作業準

備休養施設等）
・健康増進施設整備事業

（運勤広場、体育館、プール等）
・消費流通改善施設整備事業

（移勤販売車、冷凍・冷蔵・貯蔵施設等）
・山村文化等保存活用施設整備事業

（郷土資料館、民舞場等）

（ｲ）農林漁業者域内就業推進事業

（共同作業施設、地場資源加工利用施設

等）

（ｳ）農林漁家高齢者活動推進事業

（高齢者生きがいセンター、生きがい農

園等）

Ｉ
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⑬農村地域定住促進対策事業

① 趣 旨

農山村地域において地域住民が生きがいのある安定した生活を享受し

うるよう定住条件を整備するためには、屈用と生活条件の両面にわたる

-３８-



対策を識ずる必要がある。

このため、広範に存在する兼業農家の不安定な就労状態を改善すると

ともに、住みよい生活環境づくりを推進することにより、地域住民の農山

村地域への定住を促進することとし、工業の導入、観光等第三次産業的

産業の導入等によるより安定した雇用機会の確保、生活環境の改善のための施

設の整備、農業者と非農業者の連帯を強めるためのコミュニティ活動の

推進等の対策を総合的に実施する。

ぺ

、

② 事 業 の 概 要

ア 実 施 期 間 １ 地 区 ３ カ 年 （ 実 施 率 ３ ： ４ ： ３ ）

イ 事 業 規 模 １ 億 ５ ， ０ ０ ０ 万 円 ～ ３ 億 円

ウ 事 業 内 容

｛ｱ）安定的な就業機会を増大し、出稼等の不安定就業を解消するため

の地域の自然景観を生かした観光の開発や地域の状況に応じた工業

導入

農村地域工業導入関連施設（就業改善センター、連絡農道、託児

施設等）

農村観光育成施設（観光農園、野営場、直販所等）

下請共同作業施設（建物及び附帯施設）等の整備

（ｲ）農業部門における雇用の拡大を図るための土地節約型の農業の複

合生産の推進、農産加工の開発

地域特産物等生産振興（薬用作物、観賞用作物等の栽培のための

施設、小規模土地改良等）

農林水産物処理加工施設（建物及び附帯施設）等の整備

（ｳ）住みよい生活環境づくり、地域社会づくり

集会施設（ふるさとセンター等）、伝統的郷土文化維持保存施設

（郷土館、民舞場等）
スポーツ施設（広場、迦動場、プール等）の整備

｡画一/雪
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２ 主 要 な 事 業

(1)森林計画の充実

木材の生産、県土の保全等森林の多面的機能を発揮させ、山村経済の発

展に資するため、日置川森林計画区の森林の現況調査を行い、地域森林計

画を樹立するとともに、日高川森林計画区における森林機能を調査判定し

て、森林機能図を作成する。

また、民有林の計画的かつ、合理的な森林施業を推進するため、森林施

業計画の作成指導及び認定をすすめるとともに、特に、森林組合による団

地共同の森林施業計画の樹立を積極的に推進する。（２９，８８２冊）

、少
一、§ ｡ . ､ 訂

唾､､
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( 2 ) 林 道 事 業

林道は森林の造成、資源の培養及び林業経営の合理化を図ろとともに山

村の産業振興及び生活環境の改善に果す役割が大きく、その整備に対する

要請が極めて高いところから、５３年度に策定した「林道整備５ケ年計画」
に基づき林道の開設・改良及び舗装事業を積極的に推進する。

また、昨年度に引き続き間伐林道を大幅に拡充し、間伐の計画的な促進

を図るとともに林業従事者及び後継者の定着、育成に資するため、林業の

生産基盤である林道の擢備と併せて林業集落の環境基盤を総合的に整備す

る林業集落基盤総合整備事業を２地域で実施する。（２，４６８，９６７冊）

’
《》
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( 3 ) 間伐促進対策
‘戦後の目ざましい拡大造林による要間伐林分の増大に対処して、効率的

な間伐の実施と間伐材の安定的な流通を促進するため、森林組合に対する

間伐施業資金及び林業改善資金（林業生産高度化賢金）を拡充するととも

に間伐材安定流通促進パイロット事業等を引き続き実施する。

また、緊急に間伐を行う必要がある地域における間伐施業を促進するた

め、引き続き間伐林道を整備拡充するとともに、新たに植俄のほか、除・

-４０-



間伐もすべて補助対象とする森林総合整備事業、間伐の促進等に重点をお
いた地域林業振製緊急特別対策掘業、間伐材等の利用を促進するための木

材需要開発促進事業（間伐材利用製品展示事業）及び1画内産チップの安定

的供給を推進する木材チップ取引改善事業を夷施する。

( 4 ) 造 林 事 業

森林資源の造成、国七の保全、山村の振興、生活環境の保全のため造林

事業を積極的に実施することとし、従来の人工造林、復旧造林、育林、森

林整備等の一般造林及び持殊休地改良の頭業を推進する。

更に昭和５４年度から下刈、除・間伐にいたる一貫した造林蛎業を市町

村の指導のもと集団的、計画的、組織的に推進する「森林総合整備事業」

を実施し、森林資源の充実、山村地域における雇用の安定化等を図る。

また、同和対策の一環として関係林家の林業経営の安定と所得の向上

を図るため「同和対策造林謂業」を推進する。(483,701fH)

べ
、
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( 5 ) 治 山 事 業

山地災害の防止、水源かん養機能の充実及び生活環境の向上を図るため、

第５次治山事業５カ年計画の第３年次として治山事業の積極的な推進を図

ることとし、特に保全対象の集中する集落に対する災害を未然に防止する

ため「集落保全総合治山事業」を新たに実施する。(３,１８３,６８５fH)

ｂ

哩
-

(6 )森休病害虫防除調業

繊くい虫の被害が、激化かつ広域化している現状にかんがみ、松くい虫

防除特別措置法に基づく実施計画の第３年目として、保安林、自然環境保

全上重要な松林、名所、旧跡等県民の社会資本として重要な松林を中心を

して、効果的な薬剤防除と潴害立木駆除を有機的に実施することとし、県民

の巾広い協力を得ながら、より職極的に防除対策の推進診図る。

また、松くい虫の抵抗性の強い松樹を選抜するため、昨年度に引続き、

-４１-
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マツノザイセンチュウ抵抗性育副1恩業を国の委託覗業として実施する。

（２３３，４９０綱）

(7)植物公園緑花センターの開園

県民の緑化樹及び花きに関する知識の普及と育成技術の向上を図ろとと

もに、県民が自然に親しむいこいの場としての機能を備えた植物公園施設

として昭和５０年度から那賀郡岩出町に建設に着手していたが、既に本館、

モデル花壇、展示用モデル温室、樹木園等の主要施設及び附帯施設の整備

が概ね終ったので５月に開園を予定している。なお、その管理運営は林業

公社に委託して行う｡(19 ,965 fH )

｜
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(8 )昭和の森整備事業

天皇御在位５０年記念事業の一環として、那賀那岩出町・打田町にまた

がる地区に記念の森を中心として各種の森を造成するとともに遊歩道・休

息棟・野営場・展望棟、遊具、芝吃広場等を整備し、県民が豊かな自然と

のふれあいのなかでレクリエーションを楽しみ憩いの場とするとともに青

少年の野外研修の場としても活用できる森を造成するもので、昨年に引続

き昭和５５年度完成を目途に事業を実施する。（７０，０００冊）

一一
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４一一も》(9)第２次林業構造改善事業

地域林業の振興に竃点を慨いた林業構造の改善を図るために必要な経営

基盤の充実、資木装備の高度化、協業の推進、森林の総合利用等の事業を総

合的に実施する。

又、本事業終了地域について追加事業を実施する。(７０４,１０３ffi)

０0山村地域農林漁業特別対策事業

山村第２期振興計画に基づき地域住民の所得の増大と福祉水準の向上を

図るため農林漁業生産基盤及び生活環境施設等の整備事業を実施する。

-４２-



（２０３，６４２冊）

⑪特定農山村振興特別対策事業

過疎地域の中で振興山村の対象とならない地域に対し腱林漁業の振興等を

図るため生産基盤及び生活環境施設等の整備事業を実施する。

(３９，９３３冊）

⑫県山村振興特別対策事業（県単）

住みよい山村づくりを進めるため小規模な道路、橋梁及び生活環境整備並

びに産業振興等の躯業を推進する。（３１０，７００冊）

式

、

､､〃/琴

考3．参●

(1)国産材産業振興資金制度の創設

① 趣 旨

最近における我が国林業をとりまく厳しい諸情勢に対処して、国内林

業生産活動の活発化、国産材の供給力の向上等を促進するため、国産材

の生産及び流通加工の円滑化を図るために必要な資金を低利で融資する

国産材産業振興資金制度が創設されることになった。

一町

竿ノ
ー

②資金の内容（案）

ア国産材供給近代化資金（仮称）

素材生産及び素材引取等を計画的、安定的に行うのに必要な運転資

金

イ国産材加工流通システム整備資金（仮称）

国産材の利用加工の高度化、国産材市場の整備近代化等を図るため

に必要な設備資金

-４３-



③ 貸 付 対 象 者

森林組合（同連合会）、素材生産業者、木材製造業者、木材卸売業者

等の組織する団体等

④ 融 資 条 件

利率は、当面、次を基準とする。

（ ｱ ） 短 期 運 転 資 金 ５ ％

（ｲ）設備資金及び長期運転資金６．３％～６．８％

１

１
１

ヘ

ー
ク 〆

〆
０

睡
、̅ノ

(2)農林漁業金融公顧の造林資金及び林道資金の償還期限等の特例措置
Ｉ

』日① 趣

最近における我が国林業をとりまく諸構勢は極めて厳しく、造林、保

育等の林業生産活動が著しく停滞している現状にかんがみ、農林漁業金

融公庫の造林資金及び林道資金について、①長伐期化の傾向、②間伐材

の売行き不振、③林道機能の変化（木材搬出機能→育林・地域振興機能）

等の事情を踏まえ、林業生産活動の活発化と林業経営の改善を促進する

見地から、その償還期限及び据霞期間の延長の特例措置が講ぜられるこ

とになった。

一一

心

亡 一
色

②特例措置の内容

｜:::::朧ア 造 林 資 金

｜卿鰐:鱈，篝｝イ 林 道 資 金

一

延１-／

(注）なお、上記の特例措置のほか、農林漁業金融公庫の林業関係資

金につき、次のような貸付条件の改善が図られることになってい

-４４-

一



る。

林業経営改善（林地取得）資金の貸付限度額の引上げ

個人２００万円（特認４００万円）個人２００万円（特認８００万円）
０

農業生産法人１ , ０００万円農業生産法人１ , ５００万円

①

主務大臣指定施設（災害復旧）薗金の貸付限度額の引上げ
一般３０万円（特認100万円）

②

、
「
醤→・-》

０一般２００万円（特認400万
林産物処理加工施設２００万円 円）

Ｉ

｡

二

Ｉ
-句

’
一
も

潔
-

１

Ｉ

Ｉ

-４５-

ラー
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Ⅲ県長期総合福祉櫛想（林業振興の方向）

昭和５０年代における県政の進むべき方向を示す県長期総合福祉構想（み

どりと生がいをめざして）が、５２年10月策定され、①健康で安定した生

活の確保、②働きがいと秩序ある産業の発展、③調和と連帯のある地域社会

の形成、④豊かな郷土への基盤整備、⑤たくましく心豊かな県民の育成一の

５項目を基本方向とし、農林漁業はじめとする産業対策から教育、医縦、労

働、公害などの諸施策を含めて、すべての施策を「福祉」の視点でとらえ、

豊かな自然と安全快適な環境のなかで、県民が等しく物心ともに充実し、互

に心をふれあいながら生きがいのある生活のできるふるさと和歌山県づくり

を目指すことにしている。

本県の林業は温暖多雨な気象条件に恵まれ、戦後の積極的な森林資源の造

成により、民有林の人工林率は５９％に達し、全国でも優位にあるが、幼・

若令林が多く、主伐を軸とした林業生産活動を活発に展開する時期までには、

なお、相当の期間を必要とする段階にあるといえる。また、最近のわが国経

済の長期にわたる不況のなかで、木材需要の大宗である建築活動の低下及び

外材輸入の増加等により木材価格が低迷し、伐採はじめ造林、保育などの林

業活動が全般にわたって停滞すると共に、減少率が鈍化の傾向にあるとはい

え、依然として林業労働力の減少が続く等林業の経営条件は極めて厳しい。

このような林業をとりまく厳しい諸情勢に対処し、紀州木の国の名にふさ

わしい林業の振興を図るには、人工林率６３％を目標とした健全な森林資源

の造成、計画的な森林施業の推進、林業櫛造の改善等による林業経営の近代

化、林道密度7.6"J/haを目標とした生産基盤の整備、特色ある優良林業地

の育成、林業センターを中心とする技術開発の促進と普及指導の強化及び林

業金融の拡充等による「林業生産の増進」、林業就労の安定化、労働安全衛

生の充実、林業労働蝋境の整備及び山村地域における生活環境の整備等によ

る「林業従事者の福祉の向上」及び県土の保全、水資源のかん養、保健休養

など県民生活と深く結びついている「森林のもつ公益的機能の充実」の３項

’

～
》 〆

ノ
学

t鯵、電車ノ

一一

’
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、
、翠ノ

-４６-



デ

目を林政推進の基本方向とし、次の体系図に沿って林業振興施策の一屑の充

実強化を図ることとしている。

〈 施 策 の 体 系 ＞

蕊；林業経営の近代イ

理化

塗……-{二麓灘成
優良林業地の育成

讓慧:蕊と厘蕊:蕊
林業金融の拡充
林業従業者の就労の安定
林業労働琿境の整備
林業後継者の育成
森林機能の整備
県土の保全
水資源のかん養
保健休養機能の強化

呵 林業経営の近代イ更

唾

… / ー

’

１

-

林 業 生 産 の 増 進 I

タ ミ ｡

モ林業従事者の福祉の
向上と後継者の育成

_点

４

理
-

-E簔幾蝿森林の保謹管理

の強化-E§擬鴛”緑化の推進

森林のもつ公益的機
能の充実

-４７-
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’

また、長期総合福祉構想に基づく昭和６０年における森林資源の整備をは

じめ各々の整備目標は次の通りである。

1．森林資源の整備
単位 面積ha 蓄積千〆

１

、
〃

Ｊ
夢
瘡

）
一妙

｜

ろ

父

（森林面積）
０ 5０ 100%

一一曲ｒ

50年
’

～ ､ ､ 子

睡 ’ ‘
、-／60年

（ 蓄 積 量 ）

50年 ﾋ電電｜ ～
60年 43百万㎡

-４８-

区 分 昭和５０年 昭和６0年
伸び率６０／５０

倍 率 年 率 ”
森 林 面 積 ３４３,６１４ ３４３，６１４ 1．００ ０

人 工 林 １９８，７７７ ２１６，７４５ 1．０９ ０．８

天 然 林 １３８，３５８ １２０，３９０ 0．８７ △１，４

(人工林率％） ５８ ６３

蓄 積 砥 ３３，４３８ ４２.９２１ １.２８ ２，５

人 工 林 ２１，９４８ ３１，７７０ 1．４５ 3.8

天 然 林 １１,４９０ １１，１５１ 0．９７ △０．３

(ha当り蓄積〆/ha) ９７ １２４

林 道
(腕）

密度("/ha)
８６９

2.5

2，６０９

７．６

3．００ １２，０

壁H十

闇醗 人工林篭霧騨醗窪＝天然林＝
… - -

… 一

…

鰹閣 人 工 林 罷麗競韻龍謡爵龍臓 三 天 然 林 ＝



2 ． 林 業 生 産 の 拡 大

《
～

句時

､ - y響

③

ａ

(林業生産額） 木
炭 特 剛 体 産 物苗 木 炭一一一,１典

il""型
- 5 0 "

60年 247億円

水凝-４９-

区 分

垂Ｔ素̅-̅『
産

鉦 ’
(１．００()〆）

可能量
生産量

苗木（１，０００本）
木 炭 ( t )

し い た け ’生 ( t )
乾 ( t )

５0年

６３９

３６７

１２，９９０

3．２８０

２９７

１０８

６０年

８１６

６５０

１６,１６７

３，６００

４００

１２0

伸び率６０／５０
倍 率 年率 ”

1．７７ ５．９

1．２４ 2.2

1．０９ 0.8

1．３５ 3.0

1．１１ 1．１

生
産
額
（
百
万
円
）

林 業 生 産 額

素 材
苗 木
木 炭
特 用 林 産 物

１４．３２４

１３.１１７

２７７

３０２

６２８

２４．６６９

２３．２３１

３４４

３３１

７６３

1．７２

1-７７

1．２４

1．０９

1．２１

５．７

５．９

2.2

0.8

1.9

林業生産所得（百万円） １３．８３９ １９，２３９ 1．３９ 3.3



｜
’

3．就業機会の碗保

’

～
〉

ハ ノ
‘､"､蝉グ

Ｉ

貢

一律

ｊ

壬遥）
4．公益的機能の整備

単位：面積ha

-５０-

区 分
６０年

数 量 労働原単位 労働濡要量
素 材 生 産 ６５０千” ０．７４人･日/命ｆ ４８１，０００人･日

造 林
再 造 林
拡大造林

小 計

ha1，１７０

２,０００

３，１７０

２４人 ･日 / i ' a

４0

２８

８０

１０８

０８０

０００

０８０

育 林

１～10年
11～釦年

31年以上

小 計

３３

1３１

４３

２０７

２４７ha

５０３

２３８

９８８

人･日/ha
2．２６

０．７３

２２６

２９７

３１

５５４

０８0

１９７

５６４

８４１

育 苗 1６ １６７千本 １７0本/i人･日 ９５ １００

合 計 1，２３９ ０００人･日

５０年
一

需 要 量
林 業 従 事 者

就業機会（年間平均）

鋤
別

１

１

(A)/(B)

９４５，５００人・日

辿耐
１
，
１

＆ 人

日

６０年
需 要 量
林 業 従 事 者
就業機会（年間平均）

-

１

Ａ

Ｂ

ｉ

Ｉ

(A)/(B)

1，２３９，０００人・日
7，７００人

１ ６ １ 日

区 分 整備目標面積
うち保安林による整備
５０年 ６０年

県 士 保 全 ９１，２００ １７，３９０ １７，６２６

水 源 か ん 養 １３３,８００ ５５,９１３ ５６，７６２

保 健 保 全 ３１，５００ 1，３２１ 3，９４２



鍾戸,

湯

ノ
■

弓

ヌ
僻甥秦艸



一

角室
̅

- ノ

凸》

弟

｡

へ 奄
コ ー

４



次目

第 １ 林 業 編

和歌山県管内図（森林計画区配置図）…………………………………５１

１．森林．．…･………………･……･……･･･…………･･……………･…･……５２

（１）林野面積………….………･…･……………….………………………….．５２

（２）森林資源・……………･……･………･………･…･…………………………５３

（３）令級機成…………………．．…．．…………･…….……….……………..…５４

（４）所有形態………….…………･･･.….……..………….……………………５５

（５）森林施業計画・………………･………･…………………･………….……….…５６

２．木材供給予測．．……………･……･……･……･……………･…･………･…………５７

３．造林……………………………･…･……･…………･…･……･…………５８

４．林道……･…･……．．…････…･……．．………･……………．.……"･…･…６０

５．林産物の生産……･･･………･････"…･……･………･………．.………….．…..…”６１

（１）素材生産鼬………･……･…･…･…･"…………･………･…．．………･…･･････６1

（２）しいたけ生産壁・…．…･……･･…"･･…．．…･……………………．．"………･……・６２

（３）木炭生産鼠…･･･……･････…･……………………………………･･…．．…･･…６２

（４）林業生産量指数…………………･………･…………………･……･…………．．…６３

６．製材工場の規模.．…･･･…………………･………………………………．．…………・６４

７．木材需給及び木材価格･･･…………．．……．．…………………………･…….………６５

（１）木材の需給．………･…･………･…･……･……･…･……･……………………６５

（２）住宅建設…………･……･…………･………………………….………….、６６

（３）木材価格……………．．……………･…･･……･……………………………６７

、

､＝/淫

ー

̅

為

翌
ｰ

8．林業経営………………………………．．"･……･………･…･……………"”田



「

９．林業就業…･･･………….…….….……………………………….….….…

（１）林業就業者数…………･･･………………….….…………..……..…………

（２）林業就業構造……………．．………….………………………………..….…

10.林家・……･…･……………………………...…………………………

ll.森林組合……………………"…….………….…..………….………….、

12.林業研究グループ………･……･"･………………･……･……....…….…………

13．県土の保全”………･………．．……･…………････………….………….……

14.森林保護…………･………．．…………･……･･…･………….…･…….……

15.森林の機能……………………….…....………….….…….………....……

6９

９

０

１

２

３

６

・

７

７

７

７

7４
、 ､

戸
ｔ布

方
､､圏輩／

16．和歌山県林業の諸指標……･･･…………･…･･……･………･…..…....…….…… 7８

’ ー

第 ２ ． 山 村 対 策 編

山村地域（振興山村）及び過疎地域図”…･……･…………･…….…

１．山村・過疎地域…･………………･……･……･……･…………･…………………

(1)山村・過疎地域…………………………………･･…･…..…….………………

（２）人口動態・…･･………………..….………….…..………………………

（３）年令別人口構成……….･･………………………………………………………

（４）産業別就業人口…………．．…"."..………..….………….…....….…..……．

２．生活環境”……………"…………．．………………..……………....……

7９ 蛭

釦
’

8０

釦

躯

鯛

別

名

、）



第 １ ・ 林 業 編

和歌山県管内図（森林計画区配置図）

１

ザ

今

■

塾了

＝等

界 界 界 界 ﾎ ロ40--飼
4沖赫Ｉ．

-５１-

二



８ｏロ

１ ． 森 林
ａ

( 1 )林野面積…･… ･ ･…県土の７７％は林野
本県の林野面積（昭和５４年４月現在）は３６４,００３haで、県土面

積の７７％を占めている。このうち民有林は９５％で、国有林は５％に
｡ずぎ万1１r

土地利用の 了
、

､

倒有林19,560ha(5%)

面積は５０年国勢調査、
他は材政課業務寅料

” 土 地
その

岸 鱗 〃 3 ; 一
翼３， 忠

岳

０
手 一

１

電当

"

～
１

-５２-



一

人工林率５９％(2)森林資源 凸 ■ 号 ｡ ● ● 凸 ● ｡ ● ■ 申 ｡

民有林のうち人工林面積は２０４,５７０11a(５９%》患謝２５，５８０千"f(1２５"'/ha)となっている。

ｑ

Ｉ- 毛

／一

刃ワﾜノ
Ｉ

’▲ す
一

q丘

ｰ

ー
-

人工林樹種別構成（面積）

１

１
a修影）

-５３-

ヤ



( 3 ) 令級構成…… ･…… "人工林の８０％は幼・若令林
人工林のうち、３０年生（Ⅵ令級）以下の幼・若令林が８０％
(16i4,48911a)を占め、下刈・枝打・間伐等の保育作業が急務とな
・て‘唾｡一方4'年生(Ⅸ令級)以上の伐期に達した林分は'2％
(２４,０６７ha)にすぎない。

森林計画区別人工林の令級構成（面積）

雷ｂＰha
４０､000 全 県

一 ℃ ｰ
封2０

30,000 -

１５
-

１３
密田川鋤,000

ha

５000

10,000

＝

・ 戸
Ｉ

8000
5,000

日置川
一

紀の川
5,000

■

巻
古座川

有田川
５．Ⅸ川 5,000

一
１

唾
曹

同
１

１

皿
皿
８

５
熊野川
一

5.000｜
|
Ｉ 岸 一 F |１概

（
令
級
）

面く （而敬）
上苓

級
曹

夕

Ｉ Ⅱ Ⅲ Ⅳ V d V I J Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ｘ 虹 以 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ｖ Ⅵ Ⅶ ⅧＩ Ⅸ Ｘ Ⅲ 以 上

林政課業務資料

Ｉ令級は１～５年生、Ⅱ令級は６～1０年生･…Ⅲ令級は５１̅

５５年生

(注）１

２

へ一』
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スギ・ヒノキ令級構成

ス ギ ヒノキ
ー -

匂

謡
ｂ 一

…
’

’（ ４ ） 所 有 形 態 … … … … … 民 有 林 の ９ １ ％ が 私 有 林
民有林のうち、県有林・市町村有林等の公有林は９%(３０,０１２ha)

で、殆んどが私有林(３１４,４３２ha)で占められ、なかでも個人有林が

圧倒的に多い。

所有形態別面糧
０ ， ２ ０ ４ ０ 釦 帥 １ ０ ０ %

-

’
Ｉ

’
’尖

｢ 一 一 一 一 一 一 一 一 私 有 林 ９ １ ％

遜↓》 １
１

、鯛人有林鬮共有林雲熱
所有形態別人エ林率

ｎその他
’
Ｉ

共 有 林 会 社 有 林 そ の 他公 有 林 個 人 有 林

（注）林政課業務資料
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( 5 ) 森林施業計画・……… ･増加する認定面積
伐採や造林・保育等の森林施業を計画的に推進するため作成する森林

施業計画の認定面積は、年々増加し、５２年度現在では、民有林（県有
１,２１０haとなっている。林を除く）の３６％にあたる１２

■■■

伽 所有規模別認定面積(累計）120 実
績
累
計

毛.琴一

､ ｰ
100pOO

7０』)00＋

二

所有形態別認定率(累計）
公有林（市町村・財産区）年

度
別
実
絞

3０､ⅨX)-↓-

蕊27.574

25,228
鷺謹．．･要.｡ｆ･日

23921 一夜
認４４７

鍵謬ｒ●●
｡ ◆

21,042

少

,000-
ザ

2０
＝

個人有林（共有含む）
尋ツ

函陶画函属地認定

騨畷蝿鋤属人蝿定

１０､ " 0 +

易 会社有林

血
硫

ー

昭 和 ４ ８ ４ ９ 駅） ５２年度5１

(注）林政課業務資料
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木材供給予測……,…．．…･７０年以降急増する木材供給量
木材供給可能量（人工林）は、昭和７０年以降急増し、８０年には約

一倍にあたる１，８００千"/が見込まれる。
塁､ar

２

千"『

50,000森
林
蓄
蔽
（
人
工
林
）
の
推
移

40.0()０ ｲ

30,000
可

等》 2０,０００

1０，０００

杢撞供給壬型一

ざ 〆2,000
一

1 , 8 0 0 9 - 1 ̅

1.600

』
1,400立

木
材
積

？

1.200 Ｂ

；'肥＆ご幸 炉

g１

’
ー ’

１

昭 和５０．５５６０６５７０７５８０８５年度
(注）林政課業務資料
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造 林 … … … … … 減 少 し た 造 林 面 積
造林面椴は、３０年の12,167haをピークに減少を続け50年には、

ほぼ1/５の2,599haになったが、その後横ばいの状態が続いている。

３
’

’
｜
’造林面積の推移

12,167

‘伽

10,000 9.636
一 、

『再
造
林 、１-ノ6,985

5,411
5,000

" . ; K単
5 0 5 1 5 2 "

口

二０’

3 0 3 5 4 ０ ４ ５

‘

樹種別造林面積 ⑲ 一

地
Ｉ空ノ

艶年1
2,372

?『

-５８-



、
Ｉ

制度別造林面積の推移
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』
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３
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／
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／
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／
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／

〃
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ダ
'

へ
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ノ

ノ

ノ

500
１

１

１、
’
１
０

、 ／、、 ／
、，
Ｖ

A .

’
Ｉ

少

､-ﾉ電 100 Ｉ

( 昭 和 3 0 3５ $10 4５ 5 ０ ５ １ ５ ２ 年 度
Ｉ

動

(注）１．縦軸は対数目盛であらわした。

２．林業課業務資料
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４．林道………．．…急がれる林道整備
民有林林道の総延長（５２年度）は、７１３路線１，４６８肱あって、

ち自動車道は９１７A耐で、その林道密殴は２.６７〃ﾉ/haと低い。

シ

フ

林道開竪の推移（一般・林構）

延 畏 （ 脚 ）

40,000３０,０００20.00010.000

糎 業 饗 （ 億 円 ）

年度 ５ １ ０ １ ５ ２ ０
Ｉ Ｉ １１１Ｉ 一

〃 -
一 ロ

》
０

５

３２

●２

１

１

１

１

鍵
“号蕊蝉蕊

灘驚鵜4８37、0 魂 ℃世

｜認９８９ 蕊4９

に
膳
信
ｌ
催

…19.330 驚鍵鍵5(） 悪

ユ

5】21,081 １５．６

… 雷 鍵 欝鬮27,114 ５２饅 ２１．２
在

林道開設種類別実績〔公団等含む）管理主体別林道延長（自動車道）
公 一

←

むしその他１彫 県 ２ ％

(注）林政課業務資料 叩〃
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５．林産物の生産

（１）素材生産量……………１０年間に半減した素材生産
素材生産瞳は、伐期林分の減少、木材価格の低迷等により年々減少し、

４２年から10年間に半減している。しかし、50年以降はわずかながら
増加してきている。

／／
また、５２年度における素材ゆ用途別比率は、製材用が83%(328TM/)

で大半を占めている。
Ｊ１

素材生産量の推移
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先ダム

０ ■ ﾛ ■ ■ ■ ､ ﾛ ■ 画 ロ ■ ﾛ E m -

昭 和 ４ ２ ４ ５ ４ ８

樹種別素材生産温（５２年度）

５ ０ ５ １ 、 ５ ２ 年 度

所有形態別素材生産量（５２年度）
ｈ-ﾉ電 県有林４影 市町村有林２影

）族蕊瓢４５％

函詳知》一．

( 注）農林省総計情報部資料
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’
’

( 2 ) しいたけ生産量…… ･…… " 増加傾向にあるしいたけ生産
複合林家にとって貿重な収入源となっているしいたけ生産は、最近、生

しいたけを中心に増加の傾向にある。

｜

’
口雲
生 乾
し し
い い
た た
け け

Ｉ

’

’
ー

伊一

糟諺1,-ノ

雲

(注）林政課業務資料

’ ( 3 ) 木 炭 生 産 量 … … … 増 加 す る 備 長 炭 の 生 産
燃料革命により減少を続ける木炭生産も、本県特産の備長炭の良さが見

直され、白炭が４８年以降年々増加している。
’ 鼻

露勿乙密黒炭

4了

＝

峰i欝凸ノ

２ １ ４ ５ ４ ８ ４ ９ ５ ０ ５ １ 年 度
(注）林政課業傍質料
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訂

｜
’

( 4 ) 林業生産量指数………素材減少・しいたけ増加 ･木炭激減
４５年の素材・木炭・しいたけの生産蕊を１００として、３０年以降の

その生産篭の推移を指数で表わすと、下図のとおりである｡
｜
’

林業生産盤指数の推移

200
ヨ

Ｉ ～ 材
i J 勢: …

150 いたけ(乾）

１
１ 炭100

｜ へ

5０
ロ

I

Ｉ

3 0 3 5 4 0 4 5 5 0 年 度

’１名 ﾑ ．
(注）林政課業務資料
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Ｉ

Ｉ

６．製材工場の規模……………比較的規模の大きい製材工場
工場数は、４８年以降小規模工場を中心に７％減少したが、総出力数は

変らず、37 .5KW以上の工場が61%を占めている。

また、国産材専用工場数は全体の３２％を占めているが、素材入荷量は

全体の１３％にすぎず、外材専用、国産材・外材併用工場に比して規模は

零細である。

製材工場数等

20 4００
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｝ケ100％806０
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Ⅶ
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別
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Ⅷ
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４ﾖﾖＩ

■
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(注）林政課業務資料

エ

類型別製材工場数と入荷騒

０ 2０ 4０ “ 帥 l " % 座
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７．木材需給及び木材価格
（１）木材の需給…．．…停滞する木材需要、低下した木材自給率

県内の木材需要量は、４９年に前年比２１％と大巾に減少したが、その
後は、ほぼ樅ぱいの状態が続いている。

５２年の木材供給の内訳は、国産材２２％（４０２千"f)外材７８%

（１，４５５千"/）となっていて、国産材の自給率は低い。
木材需給の推移（,県）

剛〃¥

ご妙

国産材

外 材↓千〆
2,5㈹ 2 4 0 0 2 , 4 1 1

Ｉ
1,8艶２０側一 1 , 8 88１８釘
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4 ５ 、 ４ ８ 5 １５２年度5０4９

ー

一 一

外材種類別内訳（５２年）
鞭

ｰ

(注）林政課業務資料
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( 2 )住宅建設 (全国）．．……回復の遅れている新設住宅着工戸数
新設住宅着工戸数（全国）は、４９年度には前年度の１９０万５千戸か

ら、５８万９千戸（３１％）減少して、１３１万６千戸に落ち込んだが、

その後数々の景気対策により、５２年度には１５８万２千戸と回復したが

その後の足取りは鈍い。５２年度における木造住宅率は６３％で、１戸当

りの平均床面積は年々広くなっていて、この傾向は今後も続くものと予想 Ｉ

される。

新設住宅着工戸数（全国）
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建設省資料(注） ﾁヘ
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( 3 ) 木材価格 (全国）・……………伸び悩む木材価格

国産丸太の価格指数は、４６年から４９年にかけて上昇したが、その後

低落し伸び悩んでいる。

価格指数の推移（４５年二100)

(指数

国産丸太1釦
----輸入丸太

一一-- - -製材品
ｑ

』雫
…

100

八

(注）
日本銀行調べ

釦
4 5 4 6 4 7 4 8 4 9 5 0 5 1 5 2 年 歴

県内素材価格の推移〔１㎡当たり価格）
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(注）農林省統計情報部箇料
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Ｉ

著しく低下した林業収益率8．林業経営 ● ｡ ● ● ● ｡ ● ● ● ● ● ● ● ● ●

造林・保育・間伐等の育林費は、昭和５０年には４５年の２．５倍強と上

昇し、木材価格のそれをはるかに上廻っている。このため林業経営の収益

率は著しく低下してきている。

育林費（指数）の推移（４５年＝１００）

Ｐ

（指数）麺
ー

〆-，

息，
、一ノ

］ 年 牛 蚕 で α 〕 画 穂 潤

］ 年 牛 蚕 で の 音 秣 笹

2 “ ●

兵

1釦

上

ヘ
ノ100 〆

／ ､ ､轌始画ﾉ'、 』 〆"･ 、 一

４５ 4 ６ ４ ７ ４ ８ ４ ９ ５ ０ 年 度

(注）農林省統計情報部林家経済調査 Ｇ
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９．林業就業
（１）林業就業者数・…･･…･･･…減少を続ける休業就業者

５０年における林業就業者数は５，０１４人で、３５年に比して６４％の

大巾な減少を示している。

また、林業自営者と林業労働者の比（５０年）は、３：７となっている。

林業就業者数の推移

１

程》

へ

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■
■
■
■
■
■
・

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
・

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
・

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
・

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
・

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

華

＝
- - ３５ ４０ ４５ 5 ０ 年

(注）国勢調査による。
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( 2 ) 林業就業構造・… ･……… ･高令化する林業就業首
３５年には全体の半数以上を占めていた４０才未満の林業就業者は、５０

年にはわずか１８％に減少し、逆に４０才以上が大半を占めるようになり、

著しく高令化が進んでいる。また、３０才末満は僅か５％にすぎず、後継

者の確保が重要な課題となっていろ。

年令階厨別林業就業者数

一 一

〆』 -
一

帥 １００%“０ 2０ 40

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

：目目:器:毒忌日:目目:目目目目目
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■鍵 繍３５年

(１３，３６３人）
､蜜､.直／

｜
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

：:目:::::日日室Ⅶ目目目目目目目:日日:目：
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■霞４０年

（６，８８２人）

l:::::::::::裂蠅目:鵲::蠅盟目::：４５年
（５，９５６人）

2１ ■

ロ ■ 』 ■ ■ ■ ロ ■ Ｉ ■ Ｉ ■ ロ ■ ロ ■ ロ ■ ■ ■ ■ ■ ロ ■ ロ ■ ■ ■ ■ ■ ー

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ロ錘･ﾛ･ロﾛ･ロﾛ･･…･･･ﾛﾛ，■■■■■■■■■■■■■■■■
■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ Ⅱ

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■】
５０年

（５，０１４人）
一（

ノ

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

：目躬目目目:日日目星弔目目目目目目目目目:::::目：
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

参 農 業
考（７５，０２６人）
へ

釦
年 全 産 業､-′（４７８．２１３人）

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

卿目目目:目呂目目目目目目目■■■■■■■■■
■■■■■■■■■

し

IIWIII29"以下騒識W̅W才駐醐40̅W才[=]60才以上 一

い
､雫ノ

｜

(注）国勢調侭による。
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１０．林家………･ ･ ･…大半を11苛める気馴W焼漠の林家
保有林5ha以下の林家が全休の84%を占め、零細な規模の林家が多い。
また、山林の保有目的は、規模が小さい林家ほど財産保持的な意識が強

い。

保有山林規模林家数

…１

垂》》

八

(注） 、正1廿騎

山林の保有目的（意識調査結果）

彫

(保有断燗》
総 数

０

５～麺)ha未満
’

､ - / 噂
腱:1２ - ６ ５鋤 ～ 釦 〃 ２３

釦 ～ 1 “ 〃

1側､～菰X）〃

騨蕊蕊蕊5"ha以上
斗郵鶴託瀞・函

Ｌ
■
。
■
ｃ
ｄ
Ｔ
Ｇ
▽
。

』、申士酎舞叱叩』〉”叩弘守守強

ｎＦ。◇ｅ●ず。□鈩Ｆ、

華》》》》恥一斗鍔《鈴《皿撚訟榊“八・】一
。◇“・心が。１，中。。

マ。。。◇卜敲。０Ｊ。。■△・Ｐ

Ｔ４０Ｄ“・ロ、４，、ロＤ

Ｊ殉。・・■・・■Ｉ■■ｑ・・■■

鳶
・
〃
パ
豐

群叩鑿

０
■
Ⅱ
凸
．
ワ
リ

Ｂ
９
ｑ
、
ｑ
ｑ
ｐ
Ｊ

恥千鶴。。。舗門｝

偶 ｡ ～ . ｡ 軋 干 ー 一

#舞雲一定〃Ｉ的収入
- ． 弓

=＝＝＝-建時的私人
一 ｢̅ ]-鮒醗侃持

(注）農林省統計情報部林業経営意識淵在による。
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１ １ ． 森 林 組 合 … … … … … 望 ま れ る 森 林 組 合 の 育 成 強 化
施設森林組合数は４８組合で、組合員総数は２２，５６２人（１組合平

均４７０人）、出資金総額は２２４，６４９千円（同４，６８０千円）とな
っている。また、作業班の有する組合は半数の２４組合である。

なお、市町村の区域をこえる広域合併組合は、西牟婁及び南紀森組の
２組合である。

森林組合組織状況の推移
Ｉ

巨Ⅲ蕊
３ ５ ４ ５ ５ ２ 》

（広一》

、

Ｉ

昭
和 ２７２

当Ⅲ關2卵
225

鰯2 “

ロ

象

1３６1４１150

ヨ獺1㈹

｜
｜
’

印

０

｜
’

組合員数
（千人）

合 数 組合 |所有面積
千ha)

払込済出
（百万

轍員数
（人）

４-

全県に対する森林組合の占める比璽 ５２年度）

一堅）
林業労働者数
（3,552人）

造林面積
(2,372ha)

素材生産森林面俄
(344.071ha)

卿
(397,0(IO"f)

鱗
､古墾,乙唱に
３ 妬 ） ノ

-７２-
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１２．林業研究グループ････”…･…着実に増加する林研グループ
地域林業の中核的担い手として活鋤する林研グループは、年々増加し、地域林業の中核的担い手として活鍬するホ

現在４０グループ（１，１２８人）となった。

郡別林研グループ数（５３年８月）

､

ご尋
園
画
■
会
員
数

悶悶圏グループ数

西

陣

有 田 《注）林政課業務資料

心

写轡
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’

1 3．県土の保全．．…･…伸長著しい治山事業
林地の崩壊を復旧・防止する治山事業や、保安林改良、生活環境保全林

の整備など治山関連事業饗は、昭和５２年度には４８年度の１．８倍と大巾
な増加を示している。

治山事業の推移（事業費〕

他

一〉
一打／一》

Iｆ ｡

八

昭和４８ ４９ ５０ ５１ 5 ２ 年 度
Ｑ-

事業別内訳（５２年度）
廷“
…２妬

鱸Ⅲ 価旧治山

予防治ll』
Ｉ

僅迩;海蝉防災林“
露保安林改良
畷溺生活環境保全林
臺臺地すべり防止
｢-]その他

rs""
生活環境保全林輔価

地すべり防止

そ の 他

(注）林業課業務資料
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林地開発許可の実績（４９～５２年）

件 数
３
４
０

２ ４

十

】０

１灘溌雨欝宅 地

一 一̅̅EL塊り主、‘

盆■
言蕊 黙 驚譲 ’…膿 用 地 …､

. α
- P ３驚灘鵜灘灘鍵驚灘灘課鰯爵ﾚ ｼ ｬ ｰ用地

土石の採取

ａ

議津‘ . ‘-妄一・藷浄 簿蕊 :，そ の 他
ま

：
10Oha0 ０ １０

０

劇）
Ｑ Ｏ Ｕ

、 面 鞍
気6勺

( 注）林業課業務資料
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’
！

森 林 保 護 … … … 増 加 す る 松 く い 虫 の 被 害
松くい虫の被害は全県下に慢延し、その被害は年々増加し、５０年以降
圏Iﾉていろ-このため、被害立木駆除及び薬剤防除を大幅に拡充し、防

’1４．
１

急増している。このたり

除の徹底を図っている。
’

｜

’
弍 〆

〆 一
〆

〆

､趣く琴／

１
１

． 』 ０ ア

一①

二

』

D1XX］

壁
､ …

’4 ７ ４ ８ ４ ９ 凱

(注）林業課業務資料
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15．森林の機能･……年額４，４００億余円の公益的機能
森林は、木材生産のほか、県土の保全、水資源のかん養及び生活環境の

保全・形成等多面的機能を有し、県民生活に大き く貢献して↓ ､る。この森

林のもつ公益的機能を計量化すると年額４，４１ ７億円の効用を県民にも た

らしていると評価している。

森林の公益的機能の評価

勺、

ｰ 予

癖織》》雑健休礎ヒ
ヒ

ム、、

郷櫻繍撚雑戯鱗糟

855億円

岬鰯穏鳥獣磯
岬心一瞬砂崩壊防織

岬蝿輝砂流出防睡

岫鰯難か罐

凸

総

額 能 愛 能 止

繋塞赫の種類訓圃漬(鰡鯉）、 、 睡 妙
公

宝

上砂顧

ざ悪 ｜ ’ |土砂’ 〆P感〆1斗士 その｛

職 慨今

《Ⅱ鍋”〆



16．和歌山県林業の諸指標

一

〆 一

､雲、轡彦／

’

〔●
少

ま

戯

､鯵'零／

(注）全国数字及び本県の順位基礎資料は、1977年林業統計要覧（林野庁編)による。

-７８-

区 分
土地面ぎ
60.10.D

森林面積

(485-4.-1)

林 野 率

@8.4.1)

人工林率
侭有+国有）
(４８．４．１）

林道密度
(民有林）
(51.3.31）

和 歌 山 県 ④ ４７尹ａ ３６ 沖 ７７ 形 ５７ 影 恥季
全 国 ⑧ ３７，７５３ ２５．２５１ ６７ ３５ 2.9

対全国比 (８ x１００) 1.3 1.4 - 一

本 県 の 順 位 ３０ ２５ - - ８ ８ ３６

林内公道

密 度

(４６．３．３１）

造林面積

(５０鋼

素 材

生 産 量

(５０弱

乾しいたけ
●

生 産 量

(５０詞

木 炭

生 産 量

(５０弱

木 材

需 要 遼

(５０弱

外 材

輸 入 率

( ５ 0 "
瓶ﾉha
9.1 2，５９９

ha 36ｦ” 10８
ｔ

3，２８０
ｔ 1,77が ワ

０ '
8.1 1６１２７８ ３４，１５５ １０,７０６ ７０，４１２ ７５，０６３ ５７

一 1.6 １.０ 1.0 4.7 2.4 ー

１５
一

２３ ３０ １９ ６ １２ 1４

区 分
林 家 数

(４５．２．１）

５ha以下
の林家率
(４５.２.１)

林業就業者

(５０．１０．１）

林業就業者
の全産業に
占める割合

(50.10.1）

林
所

業生産
得

(４蜂）

和 歌 山 県 ④ ３１，３９４
戸

８４
影 5．０１４ 人

1．『 翻
１２’１５

全 国 ⑧ 2,5錨.８５９ ８９ ２２０，０００ 0.4 ７６３，３０２

対全国比(器×』00） 1.2 ー 2.3 ー 】､７

本 県 の 順 位 ３８ - 一 ２４



第 ２ ・ 山 村 対 策 編

山村地域（振興山村）及び過疎地域図

食
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1．山村・過疎地域

(1)山村．過疎地域･･･……県土の６３％を占める山村地域
山村地域及び過疎地域の県内にしめる地位

’

～

ケ -
／

均準、_ノ

■

●

兵

(注）面積は１９７５年農 年世界農林業
センサス）就業人口

４-

〆

( 2 )人口動態………人口減少が著しい山村及び過疎地域
山村地域及び過疎地域と全県の人口 岬）唾

’

( 注）国勢調査による。△は減少を示す。

-８０-

甑 別 全県(A ) 山村地域(B) （恥)鯵 過疎地域(c)
〃

（班)影 （蝋)鯵
人 口 （ 人 ） 1,０７２,１１８ ８９,０６８ 8３ ７２，３００ 6.7 ８１．２

面
積
㈱

総 土 地 面 積

林 野 面 積

耕 地 面 積

４７１，８７０

３６３，５７６

３６，８６７

2９６，５１３

２７０,５９９

5,７０１

６２．８

７４．４

１５5

２４４，４０９

２２５，１７５

3，６３０

５１．８

６１．９

９８

８２４

８３．２

６３．６

産
業
（
就
業
人
口
）
山

総 就 業 人 口

第１次産業就業人口

うち林業就業人口

第２次産業就業人口

第３次産業就業人口

４８７，２１３

８７．４０５

5，０１４

１５０β６０

２４９，１４８

４１，４４２

１７，０８９

4，２０６
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８．５

１９５
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３３．０６９

１２,２０５

3，６７２
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1２,５１１

６．８

１４０

７３．２

５．５

5.0

７９８

７１．４

８７．３

８６．５

８４．７

地域別

実 数 （ 人 ）

昭和35年 4０ 4５ 5０

増 減 率 ”
３５～４(） ４0～４５ ４５～印 ３ ５ ～ 帥

全 県 1Ｊ)０２．１９１ 1Ｊ)26.975 1.042,736 1，０７２．１１８ ２．５ 1.5 ､２．８ ７．０

山村地域 １３２,４01 1１３,１３６ ９６,４１４ ８９，０６８ △１４，５ △１４．８ △ △３２．７

過疎地域 １１０.４１１ 9４，２１０ 78,545 7２，３００ △１４．７ △１ △８０ △３４．５
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’

( 3 ) 年 令別人口構成………高令化している山村地域
昭和５０年における山村地域の年令別人口櫛成は４５～６４才の階層が

２７％（２５，２４７人）で最も多く、県全体に比べて高令化がすすんでい
ろ。

’
人口ピラミッド（５０年）

’
’III村地域

全 県

一 一 一 一

｛
、”

鼬、篭鯵ノ
“ 以 上 、

、

ジ
、
〆
〆

、、１１１
４ ５ ～ “

１

１■

●
／

鋤 ～ ４ ４ ／
／ え

／
《1 ５ ～ 聾

、

０～１４
屡一2 ５ 釦 １ ５ １ ０ ５ （ 年 令 階 晒 ） ５ １ ０ １ ５ 鋤 ２ ５ ３ ０ （”男 女

鋤②
〆

(注 ) Im勢調査による。 睡1噌幸／

’
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第１次産業が最も多い山村の就業構造(4)産業別就業人口 ■ ■ ■ ● ● ■ ● 、 ●

(41,442"

山
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函

、濡ﾐ鳶一一一一一一一一一一一一一
合

争
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）
●
◆
■
■
●
●

一一一一一》一一唾一》一一雲灘
幻

峰岬奔砥

４

１

４

１

｜

“

⑤

３０．０影
適琴ﾉ苧

(第２次産業） (卵３次産業）
全

県
３１．２影

峰急蕊灘 ３０．９影
一

戸

( 注）国勢調査結果

ハ

､ ’ 哩
一
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’

’
2．生活環境………遅れている生活環境整備

Ｉ

要 道 鑓 の 整 偏 状 j 兄 見 占
’

’
、
、

"
ｿ〆

､鞍、.､ノ

’

(注）県道路課および山村対策課資料による。 ｜
■

小・中学校児竃姥佳数 単位：生徒数人・率影 ■
一
一
《

鐸

(注）学校基本調査資料による。
〆

峰、響雪／
山村の小・中学校における学級編成

Ｉ

｜

(注）学校基本調査資料による。
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実 延 長

(Am)
全県に対
する山村
の比（影）

舗 装 延 長
実数 “ 比率(婿）

道 路 密 度
面積lha当り(")

山

村

地

域

国 道
主 要 地 方 道
一 般 県 道

市 町 村 道
農 道
(自動車通行可能）
林 道

計

２６３

３１４

７５１

2,８０７

３６８

1,１８２

5，６８５

５０．６

３８．６

５６.１
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16.1

８１．６

３２．９

１８８

２２８

５０４

９５２

４３

７５

1，９９０

７１．４

７２．６

６７．１

３３．９

１１．７

５２

３５．０ １９

昭和3５ 4０ 4５ 釦 ４０／3５ 45／4０ 50／４５ ５０／３５

山村地域
小学校
中学校

1９,８８５

7，９９２

１３，１８５

8,１３９

１０，５４９

6,１７８

7，４８７

4，６５３

６６．３

１０１．８

８０．０

７５．９

７０．６

７５．３

３７．７

５８２

全 県
小学校
中学校

1２６｡３４１

６０●2８４

９７，６２５

５８，９１８

9４，５６９
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９７．７
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７８．３

１０４.４

１０２．５

７８．２

７８．４

鋤
昭和３５年

単 式 複式 計
昭和５１年

単式 複式 単級 特殊 計

小学校
実数(学級数）
柵成比（場）

５７８

７２.１

２２４

２７．９

８０２

１００.０

３６０

６５０

１８８

３３．９

０ ６

1.1

５５４

１００,0

中学校
実数(学級数）
櫛成比（殆）

２６６
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1３

４．７
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１００.０

２０５

９７．２

３

1.4

０ ３
１

’ １.４

２０８

１００，(）



無 医 地 区 の 現 況

吟

蘂
､…ノ

２ Ａ地区は交通事情等立地条件が極めて悪く人口３００人以上の地区
Ｂ地区は人口５０～300未満のＡに準ずる地区
県医務課資料による。

(注）１．
２．
３．

●
己
ら

農業集落における生活環境の状況

へ

、垣,/雪

1970年農林業センサスによる。
比率は渠落数及び戸数の総数に対する比である。

(注）１．
２．
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Ｖ林務関係・行政組織図
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